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１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に

帰属する当期利益
当期包括利益合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 2,708,705 3.9 △518,978 － △496,214 － △564,624 － △478,289 －

2025年３月期

（修正再表後）
2,606,347 11.3 128,222 △9.2 124,576 △29.8 84,672 △13.9 56,216 △78.9

基本的１株当たり

当期利益

希薄化後

１株当たり当期利益

親会社所有者

帰属持分当期利益率

資産合計

税引前利益率

売上高

営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 △492.55 △492.55 △55.5 △16.5 △19.2
2025年３月期

（修正再表後）
73.69 73.69 6.9 4.3 4.9

（参考) 持分法による投資損益 2026年３月期 △1,010百万円 2025年３月期 △3,179百万円

（注）基本的及び希薄化後１株当たり当期利益については、親会社の所有者に帰属する当期利益の数値を基に算出しています。

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分

親会社所有者

帰属持分比率

１株当たり親会社
所有者帰属持分

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 3,107,621 764,726 794,164 25.6 692.80
2025年３月期

（修正再表後）
2,919,765 1,266,730 1,239,815 42.5 1,081.57

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 234,218 △136,238 418,246 852,204
2025年３月期

（修正再表後）
272,471 △135,628 △80,387 246,254



２．配当の状況
年間配当金

配当金総額

(合計)

配当性向

(連結)

親会社所有者

帰属持分配当率

(連結)
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 40.00 － 20.00 － 45,978 54.3 3.7
2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － －
2027年３月期(予想） － － － － － －

（注）１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
２．2024年10月1日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行ったため、2025年３月期の1株当たり期末配当金については、当該株式分

割の影響を考慮した金額を記載しています。2025年3月期の年間配当金の合計金額については、株式分割の実施により単純合算がで
きないため表示していません。株式分割前基準での１株当たり年間配当金は、期末：40円、合計：80円です。

３．2025年10月23日付で公表した「中間配当（無配）の決定、期末配当予想修正及び連結業績予想修正に関するお知らせ」に記載のとお
り、2025年９月30日を基準日とする剰余金の配当（中間配当）を無配としています。また、2026年３月３日付で公表した「利益剰余
金の配当（期末配当無配）に関するお知らせ」に記載したとおり、2026年３月31日を基準日とする剰余金の配当（期末配当）につい
ても、無配としています。

４．2026年９月30日を基準日とする剰余金の配当（中間配当）予想について、現時点では未定としています。
５．2027年３月31日を基準日とする剰余金の配当（期末配当）予想について、現時点では未定としています。

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に

帰属する当期利益

基本的１株当たり

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 1,400,000 7.3 120,000 37.4 110,000 15.4 60,000 104.1 52.34
通 期 2,800,000 3.4 200,000 － 180,000 － 100,000 － 87.23

※ 注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 -社 (社名) 、 除外 -社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 1,192,568,936株 2025年３月期 1,192,568,936株

② 期末自己株式数 2026年３月期 46,260,495株 2025年３月期 46,261,077株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 1,146,308,959株 2025年３月期 1,148,916,724株

（参考) 個別業績の概要

2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 273,452 7.9 △5,676 － 120,030 111.9 △167,003 －
2025年３月期

（修正再表示後）
253,398 14.0 5,944 108.1 56,657 △66.1 48,888 △58.8

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 △145.69 －
2025年３月期

（修正再表示後）
42.55 42.55

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 1,946,045 18,976 1.0 16.55
2025年３月期

（修正再表示後）
1,709,126 202,984 11.9 177.08

（参考) 自己資本 2026年３月期 18,976百万円
2025年３月期

（修正再表示後）
202,984百万円



※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（１）本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、【添付資料】「今後の見通し」をご覧くださ
い。

（２）不適切な会計処理等について
当社は、当社及び当社グループ会社の経営陣の関与又は認識の下で、資産性にリスクのある資産に関する評価減の時期の恣意的な調整

等の連結財務諸表全体に重要な影響を及ぼす可能性のある不適切な会計処理の疑義を認識したため、当社から独立した第三者委員会によ
る客観性のある調査を行う必要があると判断し、2025年９月３日に日本弁護士連合会が定める「企業等不祥事における第三者委員会ガイ
ドライン」に準拠した第三者委員会を設置しました。
第三者委員会の調査報告書において、当社及び当社グループ会社において多岐にわたる拠点で不正及び誤謬による多数の不適切な会計

処理が指摘されており、当社は、自己点検の結果を含む第三者委員会の最終報告、品質に関する不適切行為の疑義に対する社内調査及び
その他の社内調査等を踏まえ、過年度において重要性の観点から訂正を行っていなかった事項や調査の過程で追加的に判明した事項に関
連する誤謬の訂正も含め、これらの不適切な会計処理等に伴う虚偽表示を遡って修正再表示しております。
第三者委員会による調査、品質に関する不適切行為の疑義に対する社内調査及びその他の社内調査等の詳細につきましては、連結財務諸
表の「連結財務諸表注記」（８.追加情報）に記載しています。

（３）連結財務諸表の作成に関わる前提について
当社は2025年９月３日に第三者委員会を設置し、第三者委員会より2026年２月27日に調査報告書を受領し、同年４月17日に最終報告と

しての調査報告書（追補）を受領しました。調査報告書では、当社及びグループ会社の多岐にわたる拠点で経営者の関与又は認識のもと
において、売上の早期計上、引当金の過少計上、棚卸資産の過大計上や固定資産の減損回避およびコストの資産計上といった不適切な会
計処理が行われた旨が記載されております。さらに調査報告書では、当社及びグループ会社の経営者又は経理担当者が、会計監査人の同
意を得るために、会計監査人に対して、不正確又は誤解を招く情報を提供したり、関連文書を隠蔽したり、改ざんされた記録を提供した
りしていたことが確認されております。なお、第三者委員会が特定した事実に基づく不適切な会計処理等は、連結財務諸表において修正
されています。
しかしながら、当社及びグループ会社において、不適切な会計処理等に関与、指示、又は認識していた、あるいは会計監査人に対して

虚偽の説明を行った役職員の一部を特定し、適切な人事的是正措置を決定するための評価及び人事的是正措置を進めているものの、その
一部は完了しておりません。その結果、不適切な会計処理等に関与、指示、又は認識していた、あるいは会計監査人に対して虚偽の説明
を行った役職員の一部は、現時点においてもなお、当社及びグループ会社の財務報告プロセスにおいて責任ある立場を担っております。
第三者委員会の調査報告書において識別された事項は、相当な期間にわたり統制環境に内部統制の重要な不備があることを示してお

り、経営者による内部統制の無効化リスクが十分に軽減されていないことを含め、財務報告に係る当社のガバナンス及び統制環境が有効
に機能しているかについて、重大な懸念を生じさせております。また、この状況は、不適切な会計処理等に関与した役職員が提出した、
又は当該役職員が回答又は作成、又はレビューし、会計監査人に対して提出した記録、資料及び情報等の信頼性並びに会計監査人に対す
る経営者からの陳述の信頼性にも影響を及ぼしております。
不適切な会計処理等に関与した役職員の適切な人事的是正措置を決定するための評価及び人事的是正措置が行われているものの、人事

的是正措置の一部が完了しておらず、また、後任者についても財務報告に係る責任を引き継いだうえでその職責を適切に遂行しているこ
とが十分に確認できていないことから、未発見の虚偽表示が連結財務諸表に重要かつ広範な影響を及ぼす可能性がありますが、その影響
を反映させる場合における連結財務諸表項目及び金額並びに注記が明らかでないため連結財務諸表及び財務諸表には反映しておりませ
ん。
これらの詳細につきましては、連結財務諸表の「連結財務諸表注記」（コーポレート・ガバナンスに関する当社の是正状況について）

に記載しております。



ニデック㈱ (6594) 2026年３月期 決算短信

【添付資料 目次】

１．経営成績等の概況 ………………………………………………………………………………………………２

（１）当期の経営成績の概況 ……………………………………………………………………………………２

（２）当期の財政状態の概況 ……………………………………………………………………………………９

（３）今後の見通し ………………………………………………………………………………………………11

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………12

２．経営方針、経営環境及び対処すべき課題 ……………………………………………………………………13

（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………13

（２）経営環境及び中長期的な会社の経営戦略 ………………………………………………………………14

（３）改善計画書・実施報告書の実施状況 ……………………………………………………………………15

（４）特別注意銘柄の指定について ……………………………………………………………………………34

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 ……………………………………………………………………36

４．連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………………………37

（１）連結財政状態計算書 ………………………………………………………………………………………37

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………39

（３）連結持分変動計算書 ………………………………………………………………………………………41

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………42

（５）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………44

５．その他 ……………………………………………………………………………………………………………55

（１）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書 ……………………………………55

（２）当連結会計年度における各四半期業績の推移状況 ……………………………………………………57

（３）製品グループ別売上高・営業損益情報 …………………………………………………………………57

（４）所在地別売上高情報 ………………………………………………………………………………………59

（５）地域別売上高情報 …………………………………………………………………………………………60

６．連結決算概要 ……………………………………………………………………………………………………61

1



ニデック㈱ (6594) 2026年３月期 決算短信

１１１１１．．．．．経営成績等の概経営成績等の概経営成績等の概経営成績等の概経営成績等の概況況況況況

（（（（（１１１１１）））））当期の経営成績の概当期の経営成績の概当期の経営成績の概当期の経営成績の概当期の経営成績の概況況況況況

「連結財務諸表注記」（８.追加情報）に記載のとおり、当社は2025年９月３日に日本弁護士連合会が定める「企業等

不祥事における第三者委員会ガイドライン」に準拠した第三者委員会を設置し、第三者委員会より2026年２月27日に

調査報告書、同年４月17日に、最終報告としての調査報告書（追補）を受領しました。また、当社は品質に関する不

適切行為の疑義に対する社内調査や貿易取引及び関税に係る諸問題等の社内調査等を実施しました。調査報告書にお

いて、当社及び当社グループ会社において多岐にわたる拠点で不正及び誤謬による多数の不適切な会計処理が指摘さ

れており、当社は、自己点検の結果を含む第三者委員会の最終報告を踏まえ、過年度において重要性の観点から訂正

を行っていなかった事項や調査の過程で追加的に判明した事項に関連する誤謬の訂正も含め、これらの不適切な会計

処理等に伴う虚偽表示を遡って修正再表示しております。

以下の分析数値等はこれらの修正再表示を反映した2025年３月期の連結財務諸表をもとにしたものとなっておりま

す。

①当期の概況

当連結累計期間の世界経済は、インフレ抑制のための各国政策等により全体として底堅く推移し、緩やかな回復が

見られました。一方で、米国の通商・関税政策の影響や中東地域における地政学的リスクの高まり、金融市場の変動

等により、依然として不透明な状況が続いています。

このような経済状況の中、当社及び当社グループの製品グループ別の取り組みについては次のとおりです。

まず、精密小型モータは、水冷モジュールやニアライン用途のHDD用モータをはじめとするAI社会を支えるデータセ

ンター向け各製品群において、市場の爆発的成長を支えるべく求められる進化に対応した製品の開発及び販売拡大に

取り組んでいます。これらの取り組みに加え、不採算機種の見直しにも取り組むことで収益性の更なる押し上げを進

めています。

次に、車載においては、多種多様な製品や関連モジュールを通じて、モビリティの電動化・自動化の推進に貢献す

るモビリティイノベーションを引き続き市場に提供しながらも、不採算機種の受注見直しや固定費削減を徹底するこ

とで収益性の改善に取り組んでいます。また、家電産業事業本部（ACIM）に車載オーガニック（既存事業）の統合を

進めると共に、2025年４月１日付でニデックモビリティ株式会社とニデックエレシス株式会社が合併する等、組織運

営体制の再構築を通じた事業再編を推進しています。

家電・商業・産業用では、データセンターの非常用電源向け発電機やグリーンイノベーションの進展に伴うバッテ

リーエネルギー貯蔵システム（BESS）の需要が引き続き右肩上がりで推移しています。これらの旺盛な需要に応える

ためにインド・フランス・北中米にて生産能力の増強投資を鋭意進めると共に、バリューチェーンの下流領域の保

守・点検等のリカーリングビジネスも強化を図っています。

機器装置については、世界的に「省人化・無人化」や「高速化・高精度化」を志向した設備投資が進む中、受注の

獲得に注力しています。近年のM&Aによって取得した企業とグループ各社とのシナジーを創出しながら、設備投資需要

を着実に捉え世界のモノづくりを牽引する存在を目指します。

当社及び当社グループは、引き続き高い技術力とモノづくり力を活かし、サステナブルな循環型社会の実現に貢献

するリーディングカンパニーとして、高収益を生み出し続けることを追求していきます。

2



ニデック㈱ (6594) 2026年３月期 決算短信

②連結業績

（単位：百万円）

前期 当期 増減額 増減率

（修正再表示後）

売上高 2,606,347 2,708,705 102,358 3.9%

営業利益（△損失） 128,222 △518,978 － －

（利益率） (4.9%) － － －

税引前当期利益（△損失） 124,576 △496,214 △620,790 －

継続事業からの当期利益（△損失） 79,409 △622,910 △702,319 －

非継続事業からの当期損失 △204 △51 153 －

親会社の所有者に帰属する当期利益
（△損失）

84,672 △564,624 △649,296 －

当期の継続事業からの連結売上高は、前期比3.9%増収の２兆7,087億５百万円となりました。

営業損益は、当期に非金融資産の減損損失6,321億35百万円を計上した結果、前期比6,472億円減少の5,189億78百万円

の損失となりました。

税引前当期損益は、為替差益約147億円を計上した影響も含め、前期比6,207億90百万円減少の4,962億14百万円の損

失、親会社の所有者に帰属する当期損益は前期比6,492億96百万円減少の5,646億24百万円の損失となりました。

当期の対米ドル平均為替レート（１ドル当たり150.77円）は前年比約１%の円高、対ユーロ平均為替レート（１ユーロ

当たり174.79円）は前期比約７%の円安となりました。

なお、当期の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：前期比約１億円の減収

- 営業損益：前期比約30億円の減益
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製品グループ別の売上高と営業利益の状況は以下のとおりです。

「「「「「精密小型モー精密小型モー精密小型モー精密小型モー精密小型モータタタタタ」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

前期 当期 増減額 増減率

（修正再表示後）

外部売上高 487,994 498,696 10,702 2.2%

HDD用モータ 100,339 110,152 9,813 9.8%

その他小型モータ 387,655 388,544 889 0.2%

営業利益 61,651 29,995 △31,656 △51.3%

（利益率） (12.6%) (6.0%) － －

売上高は前期比2.2%増収の4,986億96百万円となりました。

HDD用モータの売上高は、前期比9.8%増収の1,101億52百万円となりました。その他小型モータの売上高は、前期比

0.2%増収の3,885億44百万円となりました。

営業利益は、前期比51.3%減益の299億95百万円となりました。

なお、当期の売上高、営業利益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：前年比約２億円の増収

- 営業利益：前年比約７億円の増益

「「「「「車車車車車載載載載載」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

前期 当期 増減額 増減率

（修正後再表示）

外部売上高 666,791 718,309 51,518 7.7%

営業利益（△損失） 25,255 △250,536 △275,791 －

（利益率） (3.8%) － － －

売上高は、前期比7.7%増収の7,183億９百万円となりました。

営業損益は、当期に非金融資産の減損損失2,310億85百万円を計上した結果、前期比2,757億91百万円減少の2,505億36

百万円の営業損失となりました。

なお、当期の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：前期比約71億円の増収

- 営業損益：前期比約27億円の減益
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「「「「「家電家電家電家電家電・・・・・商業商業商業商業商業・・・・・産業産業産業産業産業用用用用用」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

前期 当期 増減額 増減率

（修正後再表示）

外部売上高 1,052,308 1,104,605 52,297 5.0%

営業利益（△損失） 107,655 △251,124 △358,779 －

（利益率） (10.2%) － － －

売上高は前期比5.0%増収の１兆1,046億５百万円、営業損益は当期に非金融資産の減損損失3,351億39百万円を計上し

た結果、前期比3,587億79百万円減少の2,511億24百万円の営業損失となりました。

なお、当期の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：前期比約108億円の減収

- 営業損益：前期比約13億円の減益

「「「「「機器装機器装機器装機器装機器装置置置置置」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

前期 当期 増減額 増減率

（修正後再表示）

外部売上高 310,532 298,782 △11,750 △3.8%

営業損失 △64,609 △930 63,679 －

（利益率） － － － －

売上高は前期比3.8%減収の2,987億82百万円、営業損益は前期比636億79百万円増加の９億30百万円の営業損失となり

ました。

なお、当期の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：前期比約31億円の増収

- 営業損益：前期比約１億円の増益

「「「「「電子電子電子電子電子・・・・・光学部光学部光学部光学部光学部品品品品品」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

前期 当期 増減額 増減率

（修正後再表示）

外部売上高 85,190 84,560 △630 △0.7%

営業利益 13,281 2,415 △10,866 △81.8%

（利益率） (15.6%) (2.9%) － －

売上高は前期比0.7%減収の845億60百万円、営業利益は前期比81.8%減益の24億15百万円となりました。

なお、当期の売上高、営業利益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：前期比約３億円の増収

- 営業利益：前期比約１億円の増益

「「「「「そのそのそのそのその他他他他他」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

前期 当期 増減額 増減率

（修正後再表示）

外部売上高 3,532 3,753 221 6.3%

営業利益 134 508 374 279.1%

（利益率） (3.8%) (13.5%) － －

売上高は前期比6.3%増収の37億53百万円、営業利益は前期比279.1%増益の５億８百万円となりました。
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〔直前四半期（2026年３月期第３四半期連結会計期間（３ヶ月）:当期３Q）との比較〕

（単位：百万円）

当期第３四半期 当期第４四半期 増減額 増減率

売上高 681,459 722,348 40,889 6.0%

営業利益（△損失） 28,427 △634,713 △663,140 －

（利益率） (4.2%) － － －

税引前四半期利益（△損失） 42,135 △633,650 △675,785 －

継続事業からの四半期利益（△損失） 8,116 △649,381 △657,497 －

非継続事業からの四半期利益（△損失） 8 △4 △12 －

親会社の所有者に帰属する四半期利益
（△損失）

9,722 △603,741 △613,463 －

当第４四半期連結会計期間の継続事業からの連結売上高は直前四半期比6.0％増収の7,223億48百万円となりました。

営業損益は直前四半期比6,631億40百万円減少の6,347億13百万円の損失となりました。

税引前四半期損益は、直前四半期比6,757億85百万円減少の6,336億50百万円の損失となり、親会社の所有者に帰属す

る四半期損益は、直前四半期比6,134億63百万円減少の6,037億41百万円の損失となりました。

当第４四半期連結会計期間の対米ドル平均為替レート（１ドル当たり156.86円）は直前四半期比約２%の円安となり、

対ユーロ平均為替レート（１ユーロ当たり183.65円）は直前四半期比約２%の円安となりました。

なお、当第４四半期連結会計期間の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：直前四半期比約346億円の増収

- 営業損益：直前四半期比約30億円の増益
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製品グループ別の売上高と営業利益の状況は以下のとおりです。

「「「「「精密小型モー精密小型モー精密小型モー精密小型モー精密小型モータタタタタ」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

当期第３四半期 当期第４四半期 増減額 増減率

外部売上高 124,579 131,768 7,189 5.8%

HDD用モータ 27,786 29,608 1,822 6.6%

その他小型モータ 96,793 102,160 5,367 5.5%

営業利益（△損失） 20,550 △25,580 △46,130 －

（利益率） (16.5%) － － －

売上高は直前四半期比5.8%増収の1,317億68百万円となりました。

HDD用モータの売上高は、直前四半期比6.6%増収の296億８百万円、その他小型モータは直前四半期比5.5%増収の1,021

億60百万円となりました。

営業損益は直前四半期比461億30百万円減少の255億80百万円の営業損失となりました。

なお、当第４四半期連結会計期間の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：直前四半期比約56億円の増収

- 営業損益：直前四半期比約11億円の増益

「「「「「車車車車車載載載載載」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

当期第３四半期 当期第４四半期 増減額 増減率

外部売上高 184,857 195,249 10,392 5.6%

営業損失 △5,717 △232,668 △226,951 －

（利益率） － － － －

売上高は直前四半期比5.6%増収の1,952億49百万円となりました、営業損益は非金融資産の減損損失2,310億85百万円

を計上した結果、直前四半期比2,269億51百万円減少の2,326億68百万円の営業損失となりました。

なお、当第４四半期連結会計期間の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：直前四半期比約105億円の増収

- 営業損益：直前四半期比約３億円の増益

「「「「「家電家電家電家電家電・・・・・商業商業商業商業商業・・・・・産業産業産業産業産業用用用用用」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

当期第３四半期 当期第４四半期 増減額 増減率

外部売上高 277,852 297,544 19,692 7.1%

営業利益（△損失） 20,235 △325,538 △345,773 －

（利益率） (7.3%) － － －

売上高は直前四半期比7.1%増収の2,975億44百万円、営業損益は当期に非金融資産の減損損失3,351億39百万円を計上

した結果、直前四半期比3,457億73百万円減少の3,255億38百万円の営業損失となりました。

なお、当第４四半期連結会計期間の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：直前四半期比約150億円の増収

- 営業損益：直前四半期比約16億円の増益
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「「「「「機器装機器装機器装機器装機器装置置置置置」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

当期第３四半期 当期第４四半期 増減額 増減率

外部売上高 72,670 77,051 4,381 6.0%

営業利益（△損失） 639 △14,051 △14,690 －

（利益率） (0.9%) － － －

売上高は直前四半期比6.0%増収の770億51百万円、営業損益は直前四半期比146億90百万円減少の140億51百万円の営業

損失となりました。

なお、当第４四半期連結会計期間の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：直前四半期比約27億円の増収

- 営業損益：直前四半期比約０億円の増益

「「「「「電子電子電子電子電子・・・・・光学部光学部光学部光学部光学部品品品品品」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

当期第３四半期 当期第４四半期 増減額 増減率

外部売上高 20,622 19,727 △895 △4.3%

営業利益（△損失） 3,906 △7,451 △11,357 －

（利益率） (18.9%) － － －

売上高は直前四半期比4.3%減収の197億27百万円、営業損益は直前四半期比113億57百万円減少の74億51百万円の営業

損失となりました。

なお、当第４四半期連結会計期間の売上高、営業損益への為替影響は下記のとおりです。

- 売上高：直前四半期比約８億円の増収

- 営業損益：直前四半期比約０億円の増益

「「「「「そのそのそのそのその他他他他他」」」」」製品グルー製品グルー製品グルー製品グルー製品グループププププ

（単位：百万円）

当期第３四半期 当期第４四半期 増減額 増減率

外部売上高 879 1,009 130 14.8%

営業利益 37 75 38 102.7%

（利益率） (4.2%) (7.4%) － －

売上高は直前四半期比14.8%増収の10億９百万円、営業利益は直前四半期比102.7%増益の75百万円となりました。
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（（（（（２２２２２）））））当期の財政状態の概当期の財政状態の概当期の財政状態の概当期の財政状態の概当期の財政状態の概況況況況況

前期末 当期末 増減

（修正後再表示）

資産合計（百万円） 2,919,765 3,107,621 187,857

負債合計（百万円） 1,653,035 2,342,895 689,860

親会社の所有者に帰属する持分合計（百万円） 1,239,815 794,164 △445,650

有利子負債（百万円）*１ 639,192 1,113,405 474,213

ネット有利子負債（百万円）*２ 392,938 261,201 △131,737

借入金比率（％）*３ 21.9 35.8 13.9

DEレシオ（倍）*４ 0.52 1.40 0.89

ネットDEレシオ（倍）*５ 0.32 0.33 0.01

親会社所有者帰属持分比率（％）*６ 42.5 25.6 △16.9

（注）*１．有利子負債：連結財政状態計算書上の「短期借入金」、「１年以内返済予定長期債務」及び「長期債務」

*２．ネット有利子負債：有利子負債－「現金及び現金同等物」

*３．借入金比率：有利子負債÷資産合計

*４．DEレシオ：有利子負債÷親会社の所有者に帰属する持分合計

*５．ネットDEレシオ：ネット有利子負債÷親会社の所有者に帰属する持分合計

*６．親会社所有者帰属持分比率：親会社の所有者に帰属する持分合計÷資産合計

当期末の資産合計残高は、前期末（2025年３月末）比1,878億57百万円増加の３兆1,076億21百万円となりました。こ

れは主に、現金及び現金同等物が6,059億50百万円増加した一方で、有形固定資産が2,187億89百万円、のれんが1,854億

56百万円減少したことによります。

負債合計残高は、前期末比6,898億60百万円増加の２兆3,428億95百万円となりました。これは主に営業債務及びその

他の債務が892億42百万円増加し、有利子負債が4,742億13百万円増加したことによります。

この結果、ネット有利子負債は1,317億37百万円減少し、2,612億１百万円（前期末3,929億38百万円）となりました。

また、リース債務を含む借入金比率は35.8%（前期末21.9%）、DEレシオは1.40倍（前期末0.52倍）となり、ネットDEレ

シオは0.33倍（前期末0.32倍）となりました。

親会社の所有者に帰属する持分は、4,456億50百万円減少の7,941億64百万円となりました。これは利益剰余金が5,807

億60百万円減少し、在外営業活動体の換算差額を主因にその他の資本の構成要素が1,349億26百万円増加したことにより

ます。親会社所有者帰属持分比率は25.6%（前期末42.5%）となりました。
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（キャッシュ・フローの状況）

（単位：百万円）

前期 当期 増減

（修正後再表示）

営業活動によるキャッシュ・フロー 272,471 234,218 △38,253

投資活動によるキャッシュ・フロー △135,628 △136,238 △610

フリー・キャッシュ・フロー *１ 136,843 97,979 △38,864

財務活動によるキャッシュ・フロー △80,387 418,246 498,633

（注）*１．フリー・キャッシュ・フロー：営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、2,342億18百万円の収入（前期比382億53百万円の収入減少）となり

ました。これは主に、継続事業からの当期損失が、6,229億10百万円となった一方で、固定資産売却損益、除却損及び

減損損失が6,269億49百万円、営業債務の増加が600億８百万円となったこと等によるものです。

また、投資活動によるキャッシュ・フローは、1,362億38百万円の支出（前期比６億10百万円の支出減少）となりま

した。これは主に、有形固定資産の取得による支出が1,304億82百万円となったこと等によるものです。

この結果、当期のフリー・キャッシュ・フローは979億79百万円の収入（前期比388億64百万円の収入減少）となり

ました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、4,182億46百万円の収入（前期比4,986億33百万円の収入増加）となりまし

た。これは主に、短期借入金の純増加額が4,929億４百万円となりましたが、社債の償還及び長期債務の返済を中心と

した有利子負債の返済額が1,457億35百万円となったこと等によるものです。

前述の状況と為替相場変動の影響を受けた結果、当期の現金及び現金同等物の期末残高は、8,522億４百万円（前期

比6,059億50百万円）となりました。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

前期 当期

（修正後再表示）

親会社所有者帰属持分比率（％）*１ 42.5 25.6

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率（％）*２ 97.8 72.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）*３ 2.3 4.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）*４ 12.8 11.1

（注）*１．親会社所有者帰属持分比率：親会社の所有者に帰属する持分合計÷資産合計

*２．時価ベースの親会社所有者帰属持分比率：株式時価総額①÷資産合計

*３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債②÷営業活動によるキャッシュ・フロー

*４．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー÷利払い③

① 株式時価総額：期末株式終値（東証）×期末発行済株式数（自己株式控除後）

② 有利子負債：連結貸借対照表上の「短期借入金」、「一年以内返済予定長期債務」及び「長期債務」

③ 利払い：連結キャッシュ・フロー上の利息支払額
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（（（（（３３３３３）））））今後の見通今後の見通今後の見通今後の見通今後の見通ししししし

当社は、2025年10月28日に東京証券取引所より特別注意銘柄に指定されました。今般の会計不正及び品質に関する

不適切な行為を、会社グループとして心の底から深く受け止め、会社の経営の基本方針として「必ず正しく」を最優

先とします。そのために、ガバナンス改革を基盤に、企業価値向上を支える新取締役体制へ転換いたしました。新た

な体制のもと、従来掲げてきたConversion2027を刷新し、2030年度をターゲットとする新中期経営計画

（“Re-Definition”ニデック経営改革５か年プラン）を策定しました。これまでの業績至上主義から脱却し、モノづ

くり技術とあきらめない心で、世界と向き合い、「会社人である前に、人として正しく、誠実であること」をあらゆ

る意思決定の最優先方針とします。そして、社会と未来に「本当に必要とされる」企業となるため、ひとつひとつの

誠実な仕事を通じて信頼を取り戻し、持続可能な社会に不可欠な存在として、「第二創業」を果たしていきます。

現在、一日も早い信頼回復と特別注意銘柄の指定解除に向け、新体制の下で全社一丸となって邁進しています。

2026年度から正しい経営の再構築を起点に、高収益構造への転換と真のグローバル企業への変革を実現するため、以

下の観点で変革を進めてまいります。

①組織風土とガバナンスの刷新

②取締役体制の刷新と監督機能の強化

③企業価値向上に向けての“Re-Definition”ニデック経営改革５か年プラン

なお、詳細は「２．経営方針、経営環境及び対処すべき課題（１）会社の経営の基本方針」に記載しています。

また、現時点の2026年度の業績見通しは、為替水準を１US$＝150円、１ユーロ＝180円を前提に以下のとおりとしま

した。

＊2026年度連結通期業績見通し

売上高 2,800,000 百万円 （対前期比 103.4％）

営業利益 200,000 百万円

税引前当期利益 180,000 百万円

親会社の所有者に帰属する当期利益 100,000 百万円

（第２四半期連結累計期間業績見通し）

売上高 1,400,000 百万円 （対前年同四半期比 107.3％）

営業利益 120,000 百万円 （対前年同四半期比 137.4％）

税引前四半期利益 110,000 百万円 （対前年同四半期比 115.4％）

親会社の所有者に帰属する四半期利益 60,000 百万円 （対前年同四半期比 204.1％）

（注）業績見通しについて

①連結決算業績は国際会計基準（IFRS）によっています。

②為替水準の設定はアジア通貨も１US$＝150円、１ユーロ＝180円に連動して設定しています。

＜業績等の予想に関する注意事項＞

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々

な要因により大きく異なる可能性があります。
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（（（（（４４４４４）））））利益配分に関する基本方利益配分に関する基本方利益配分に関する基本方利益配分に関する基本方利益配分に関する基本方針及び当期針及び当期針及び当期針及び当期針及び当期・・・・・次期の配次期の配次期の配次期の配次期の配当当当当当

当社は株価や時価総額を経営の重要指標と位置付け、資本市場との丁寧な対話を重視して取り組んできました。株主

還元については、成長分野での事業拡大と収益力向上による株価上昇に加え、安定的・継続的な配当の実施を維持しな

がら、自己株式取得についても中長期的な成長投資資金や現状のキャッシュポジション、株価水準、総還元額の状況な

どを考慮して機動的に実施することとし、総還元性向50%を目指していきます。

①当期の配当：通期で無配。

当期の配当は、2025年10月23日付で公表した「中間配当（無配）の決定、期末配当予想修正及び連結業績予想修正

に関するお知らせ」に記載のとおり、2025年９月30日を基準日とする剰余金の配当（中間配当）を無配としていま

す。また、2026年３月３日付で公表した「利益剰余金の配当（期末配当無配）に関するお知らせ」に記載したとおり、

2026年３月31日を基準日とする剰余金の配当（期末配当）についても、無配としています。

②次期の配当：次期配当は中間配当、期末配当ともに未定。

次期の配当は、2026年９月30日を基準日とする剰余金の配当（中間配当）を未定としています。

また、2027年３月31日を基準日とする剰余金の配当（期末配当）予想についても、現時点では未定としています。
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２２２２２．．．．．経営方経営方経営方経営方経営方針針針針針、、、、、経営環境及び対処すべき経営環境及び対処すべき経営環境及び対処すべき経営環境及び対処すべき経営環境及び対処すべき課課課課課題題題題題

（（（（（１１１１１）））））会社の経営の基本方会社の経営の基本方会社の経営の基本方会社の経営の基本方会社の経営の基本方針針針針針

当社は、2025年10月28日に東京証券取引所より特別注意銘柄に指定されました。当社グループにおける不適切な会計

処理及び品質・検査に関する不適切な行為により、株主、投資家、お客様、お取引先その他の関係者の皆様の信頼を大

きく損ねたことを、経営として重く受け止めています。

当社は、「必ず正しく」を経営の最優先方針に据え、過年度の会計処理を検証・訂正し、正確かつ透明性のある財務

情報を開示するとともに、原因究明と責任の明確化を進め、改善計画に基づく再発防止策をグループ全体で実行してい

ます。その第一歩として、取締役会の独立性と監督機能を高める新たな取締役体制に移行するとともに、執行体制も大

幅に刷新しました。

また、従来の業績至上主義と過度なトップダウンから脱却し、各事業が事業環境と自らの実力に即した計画を主体的

に策定し、健全な議論と検証を経て実行する経営への転換を進めています。現在、一日も早い信頼回復を目指し、改善

計画に基づく各施策を着実に実行するとともに、その実効性を継続的に検証し、内部管理体制の適切な整備及び運用に

取り組んでいます。こうした取組みを通じて、特別注意銘柄の指定解除に向け、グループの全役職員が一体となって改

善を進めています。

さらに、従来掲げてきたConversion2027を見直し、2026年度から2030年度を対象期間とする“Re-Definition”ニデッ

ク経営改革5カ年プランの基本方針を2026年5月13日に公表しました。現在、この基本方針に基づき、各事業の戦略及び

計数計画を含む中期経営計画の策定を進めています。

①組織風土とガバナンスの刷新

当社は、今般の会計不正及び品質に関する不適切な行為の背景に、短期的な利益を優先し、目標未達を許容しない企

業風土、特定の経営者への権限集中、内部統制およびグループ会社管理の脆弱性があったと認識しています。これを踏

まえ従来のトップダウンから、経営を担う経営層と現場の従業員が双方向の対話を通じて一体となった組織へ転換を図

り、自由闊達で透明性が高く、全社員がやりがいや社会的意義を感じて業務に取り組む組織・風土へと変革を進めてま

いります。トップ自らが対話の先頭に立ち、社員と直接対話を行うタウンホールミーティングの開催や、社員の声を経

営に直結させるため「声を発することで会社が変わる」文化の醸成に向けた「Culture Transformation Lab」の活動に

取り組んでおります。また、研修・教育プログラムの展開も強化し、全世界の経理、営業・購買、生産管理従事者に向

けた継続的な教育プログラムを展開しております。これにより、短期的な数値目標による過度なプレッシャーを排除し、

健全な成長を促すガバナンス体制を全拠点に定着させてまいります。このような取り組みを通じて、部署間・拠点間の

横断的な連携を強化するとともに、心理的安全性の確保と自由で風通しのよい風土を醸成し、失敗や懸念、不正の兆候

を隠さず報告・是正できる仕組みを構築します。

また、従来の業績至上主義と過度なトップダウンから脱却し、各事業が事業環境と自らの実力に即した計画を主体的

に策定し、健全な議論と検証を経て実行する経営への転換を進めています。現在、一日も早い信頼回復を目指し、改善

計画に基づく各施策を着実に実行するとともに、その実効性を継続的に検証し、内部管理体制の適切な整備及び運用に

取り組んでいます。こうした取組みを通じて、特別注意銘柄の指定解除に向け、グループの全役職員が一体となって改

善を進めています。

②取締役体制の刷新と監督機能の強化

第三者委員会の報告書における、監査等委員および社外取締役の牽制機能の不全や、役員の多様性不足に関する指摘

を重く受け止め、取締役の専門性の多様化を通じた監督機能の強化を図ります。 具体的には、取締役のスキルマトリク

スに新たに「企業経営経験」や「資本市場に対する知見」を追加しました。この新基準に基づき、企業再建やガバナン

ス改革において豊富な実務経験を有する経営経験者や、機関投資家としての視点を持つ専門家等を社外取締役に選任し

ております。また、取締役会の独立性と業務執行に対する監督機能をより一層強化するため、取締役会議長を独立社外

取締役の中から選定する体制へと移行し、持続的な企業価値向上を支える強固な取締役体制を構築します。執行体制に

ついても、高い倫理観とコンプライアンス意識、組織構築・人材育成、将来を見据えた戦略立案・実行力を重視する選

任基準に改め、選任・解任プロセスの透明性と客観性を高めています。取締役会による監督と執行側の責任を明確に分

け、重要な経営課題とリスクを適時に共有・審議する体制を定着させてまいります。

③企業価値向上に向けての “Re-Definition”ニデック経営改革5カ年プラン

正しい経営の再構築を起点に、高収益構造への転換と真のグローバル企業への変革を図るべく、事業ポートフォリオ

の見直しや事業再編、成長領域への投資を組み合わせた事業の選択と集中を強化し、グループ全社の経営資源の再配分

と抜本的な構造改革を推し進め、ROICを向上させることで企業価値の最大化に取り組みます。
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（（（（（２２２２２）））））経営環境及び中長期的な経営環境及び中長期的な経営環境及び中長期的な経営環境及び中長期的な経営環境及び中長期的な会社の経営戦会社の経営戦会社の経営戦会社の経営戦会社の経営戦略略略略略

当社は、2026年５月13日に公表した「“Re-Definition”ニデック経営改革５か年プラン」において、①5本柱を軸と

した事業の再編、②事業ポートフォリオ見直し、③グループ再編、④全社IT基盤改革を迅速に着手します。現在、これ

らの方針を基礎として、各事業の成長性、収益性、資本効率及び実行可能性を改めて検証し、2026年度から2030年度を

対象とする中期経営計画の策定を進めています。なお、これらの5本柱は、2030年度に向けた中長期の事業戦略及び経営

管理の方向性を示すものであり、当連結会計年度における財務報告上の報告セグメントとは異なります。今後の事業運

営及び経営管理体制を踏まえ、5本柱を軸とした業績管理及び資源配分の仕組みを段階的に構築してまいります。

①5本柱を軸とした事業の再編

現在法人別に保有している販社や工場などを5本柱に合わせて集約することで、事業内容に応じたグループ管理を強化

します。今後、当社は5本柱を構成するBetter Life、Electrification & Energy Infrastructure、Digital Society

Solutions、Manufacturing Solutions、Mobility Innovationを軸に事業再編を推進します。ニデックのグループ各社に

点在していた強みを、グループ全体で横断的に活用し、協業とシナジーの発揮による事業の拡大を目指します。同時に、

顧客目線・要望を意識し、グループ内の強みを結集し、新たな価値を創出します。

これらの５つの事業領域において、グローバル本社（HQ）がコンプライアンス、ポートフォリオマネジメント、キャピ

タルアロケーションなどを立案し、各柱で連結事業のアカウンタビリティを負う構造へ転換を図ることで、資本市場に

対して説明責任を果たす、グローバルで強力なガバナンス体制を構築します。

②事業ポートフォリオの見直し

当社の強みであるモノづくり技術を再認識し、長年培ってきた技術力、豊富な経験、知見を再確認し、成長性と収益

性観点から事業ポートフォリオの抜本的な組み換えを実行します。成長領域は、AIデータセンターやエネルギー、半導

体関連等で高収益性と市場成長が見込まれ、これらの領域には積極的に投資を行い、ソリューション等新しいビジネス

モデルへの展開を図ります。新規領域への投資は技術革新や社会変革をチャンスと捉え、高成長市場に新規領域を設定

し、現有の自社開発技術を基盤として、今後の成長が見込まれる新たな分野への事業展開に取り組みます。他方、低成

長や収益性の低い事業については、事業の撤退や売却を速やかに進めます。

これらの施策を通じて、ROICをはじめとする資本効率及びキャッシュ創出力の継続的な向上を図り、持続的な企業価値

の向上を目指します。また、財務健全性を確保しながら、成長投資と株主還元の適切なバランスを図ります。

③グループ再編

事業ポートフォリオの見直しを踏まえて全社的な構造改革を実行し、ガバナンス強化、固定費削減・ROIC向上に努め

ます。2026年5月に公表した経営改革方針では、2026年3月時点で248ある拠点を160～180拠点に、353ある法人を160～

180法人に集約することを目標として掲げています。今後、各拠点及び法人の事業上の必要性、顧客対応、供給体制、法

務・税務、システム並びに再編コスト等を検証し、事業継続とリスク管理に支障を生じさせないことを前提として、順

次再編を進めます。

④全社IT基盤改革

グループIT基盤の刷新と全社共通エンジニアリングプラットフォームの導入により、正しい経営の基盤構築と業務効

率化を同時に実現すべく取り組んでまいります。IT基盤の刷新においては、個社毎に分断されていたシステムを全社お

よび5本柱で統合し、内部統制の強化と経営情報の可視化を具現化するため、今後5年間で積極的にIT投資を実施しま

す。これにより、正しい経営を支える強固な基盤を構築するとともに、業務効率の大幅な改善を図ります。また、全社

共通エンジニアリングプラットフォーム（One Nidec Motor Engineering Agent）を導入します。各事業領域を跨いでグ

ループ内のモータに関するエンジニアリング知見を網羅的に紐付け・共有することで、モノづくりを支える強固な基盤

を構築してまいります。

上記の一連の経営改革を実行するために、当社では新規事業領域の強化に向けたM&Aや、事業再編、拠点の統廃合のた

めに事業売却を効果的に活用し、事業ポートフォリオの組み換えを機動的に行い、事業の選択を強化してまいります。

ESGの取り組みについて

当社は現在、ステークホルダーの皆様からの信頼回復と経営基盤の再構築を最優先課題と位置付けております。従来

のサステナビリティ推進体制を根本から見直し、経営陣の強いコミットメントのもとで重要課題（マテリアリティ）の

再特定と経営計画への統合を進めることで、より実効性の高いガバナンス体制へと進化させ、持続的な企業価値の向上

に努めてまいります。詳細につきましては「２【サステナビリティに関する考え方及び取組】」をご参照ください。
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（（（（（３３３３３）））））改善計画書改善計画書改善計画書改善計画書改善計画書・・・・・実施報告書の実施状実施報告書の実施状実施報告書の実施状実施報告書の実施状実施報告書の実施状況況況況況

①会計問題の概要

当社に係る会計不正問題により、株主、投資家の皆様をはじめ、関係者の皆様に多大なるご迷惑とご心配をおか

けしておりますことを、心より深くお詫び申し上げます。

当社は、過年度において、複数の国内外の連結子会社を含むグループ内で、不適切な会計処理及び貿易取引上の

問題が発生したことが判明し、2025年３月期有価証券報告書の連結財務諸表について監査意見を表明しない旨の監

査報告書を受領しました。また、これら一連の事態を受け、株式会社東京証券取引所より当社の内部管理体制等に

ついて改善の必要性が高いと認められたことから、2025年10月28日付で特別注意銘柄に指定されました。これを受

けて、当社は、特別注意銘柄の指定解除に向け、内部管理体制等の抜本的な改善を目的として、2026年１月28日付

で「改善計画・状況報告書」、同年４月27日付で「改善計画・状況報告書（改訂版）」を株式会社東京証券取引所

へ提出しました。

「改善計画・状況報告書（改訂版）」については、2025年11月に設置したニデック再生委員会によるヒアリング

結果に基づき改善計画を策定した後、2026年2月27日及び同年４月17日に受領した第三者委員会の調査報告書の内容

を踏まえて、不適切な会計処理・内部統制の不備に繋がる原因を再検討し、原因の分析及びその分析に基づいた再

発防止に向けた改善措置の改訂版を策定しました。

原因分析については、2026年４月27日付「改善計画・状況報告書（改訂版）」のとおり、（１）成長を示し続け

るための過度な株価至上主義、（２）短期的な利益を最優先し、目標未達を許容しない企業風土、（３）永守氏へ

の権限集中と同氏の意向を優先する風土、（４）ガバナンスの脆弱性、（５）内部統制の脆弱性、（６）グループ

会社管理体制の脆弱性の6つの構造的・複合的な要因が重なり合って生じたものと考えています。

②改善計画書に記載している改善措置の進捗状況について

当社は、特別注意指定銘柄の解除に向けて４月27日付で公表しました「改善計画・状況報告書（改訂版）」につ

いて適宜対応を進めております。改善措置の進捗状況は以下のとおりです。

１）FIR事案（FIR 社に関する貿易取引上の問題及び関税問題）に係る改善措置・状況

(ⅰ）コンプライアンス最優先の意識/企業風土の醸成

（ａ）当社取締役会から当社グループ内に対する明確なメッセージの発信

2025年９月26日付で当社取締役会からコンプライアンス違反に対する厳格な姿勢と迅速な対応方針を中核

とするコンプライアンス最優先の明確なメッセージを発信しており、また、経営トップからグローバル幹部

に対して、コンプライアンス最優先を企業文化として根付かせることを経営の最優先課題とすること、全役

職員が高い倫理観、誠実性を持って自律的に行動することの明確なメッセージを継続的に発信しています。

第三者委員会の調査報告書受領の翌日である2026年３月４日や新年度開始日の４月１日には、経営トップ

より全役職員に対して正しさを最優先にすること等のメッセージを映像で配信しました。加えて、2026年７

月に実施したグループ全役職員向けコンプライアンス研修においては、コンプライアンスの重要性について

映像でメッセージを発信しています。

（ｂ）人事処分を通じたコンプライアンスを最優先にした対応の必要性の周知徹底

第三者委員会による調査結果及びその他の社内調査結果も踏まえて、厳正な人事処分を実施しました。そ

の内容を従業員にも公表することで、コンプライアンスを最優先にした対応の必要性の周知徹底を図りま

す。

（ｃ）法務・コンプライアンス部門の機能強化

内部通報対応及び調査については、法務・コンプライアンス部門において、2025年７月１日付でCLO

（Chief Legal Officer：最高法務責任者）と、同年10月１日付で部長クラスに、それぞれ新たに社内弁護士

を配置し、専門知識を活用して対応できる体制を整備しました。

（ⅱ）組織・体制の強化

（ａ）貿易コンプライアンス体制の強化

2025年12月１日付で、関税専門家（WCO(世界税関機構)勤務経験者）を当社貿易コンプライアンス室長（貿

易管理室を改組）として任命するとともに、貿易規制分野の進展状況を統括する専門家及び有識者からなる

グローバル貿易戦略チームを設置しました。また、米国に係る全ての貿易手続について、米国関税の専門家

が複数所在するニデックホールディングアメリカ㈱ 法務部が主体となって一元的に管理し、米国におけるト

レードコンプライアンスに関する権限もニデックホールディングアメリカ㈱に付与しました。
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（ｂ）グローバルコンプライアンス体制の強化

CLO（Chief Legal Officer：最高法務責任者）の役職を設けて専門的知見と経験を有する人物を配置する

とともに、北米にコンプライアンス専門家を配置しました。当社コンプライアンス部と各地域のコンプライ

アンスオフィサーとの会議を、2025年10月から2026年9月にかけて計38回実施しました。主なアジェンダは各

地域における内部通報対応状況の確認、コンプライアンス関連施策に関する情報連携（規程の改訂、当社で

策定した対応マニュアルの共有、全従業員向け研修の進捗確認等）などです。また、CLO及びCCO（Chief

Compliance Officer：最高コンプライアンス責任者）に対しては、週報や隔週のコンプライアンス部内会議

でリスク情報を共有しており、グローバルで通報案件や課題に迅速に対応できるように体制を強化しており

ます。

（ⅲ）手順・規程・仕組みの改善

（ａ）当社グループの報告体制の改善

FIR事案では情報伝達の停滞が生じましたが、今後は同様の情報伝達の停滞を防ぐため、下記を規程で明文

化しました。

ⅰ）各地域コンプライアンスオフィサー及び当社コンプライアンス部が重要なリスク情報を把握した場合

は、直接当社の最高コンプライアンス責任者（CCO）に報告すること。

ⅱ）各地域コンプライアンスオフィサーが法令違反行為及び法令違反のおそれがある行為を認識した場合

は、当社コンプライアンス部に報告すること。

（ｂ）当社グループの法務・コンプライアンス部門間の情報共有

海外の法務・コンプライアンス担当者と定期的な情報共有の場を設け、その情報を当社の法務・コンプラ

イアンス部門内の主要メンバー間で共有します。訴訟案件に関するリスク情報の報告については、直近では

７月に第１四半期末時点の訴訟情報を各地域法務担当者から収集し、法務部内で共有しました。また、2026

年４月に実施されたグローバル会議では、CLOや米国統括会社の法務コンプライアンス部門の最高責任者、主

要地域の地域コンプライアンスオフィサー、主要国の法務部門の責任者等が参加し、３日間にわたって各部

門の活動内容や活動実績、事業部紹介等の情報共有や、今後解決すべき課題、施策にかかる協議を行いまし

た。

（ｃ）内部統制の適切な整備

四半期決算ごとに行う経理部門から法務部に対するリスク情報の問い合わせは、グローバルベースに拡大

し、経理部門が認識している重要なリスク情報が網羅的であるかどうかを確かめるプロセスを導入しまし

た。

法務部が各地域法務担当者から報告を受ける訴訟案件に関するリスク情報について、一覧性のあるデータ

ベースを構築してリスク分析も実施するようにし、その情報を経理部門に共有する体制を整備しました。

2026年７月には、当社法務部が各地域法務担当者から2027年３月期第１四半期末時点の訴訟情報を収集し、

480件の訴訟案件を当社経理部門に共有しました。共有を受けた当社経理部門は、請求金額、訴訟の進捗状

況、発生可能性その他の重要性を踏まえ、重要な案件については、必要な引当金等が適切に計上されている

か又は連結財務諸表上、開示が必要な案件が無いかを個別に確認しています。さらに、内部通報に関する情

報についても、当社コンプライアンス部が通報者特定につながり得る情報を削除、編集等し、閲覧権者を限

定した上で、2026年１月から10月にかけて、四半期に1度以上の頻度で当社経理部門に共有しました。

（ⅳ）FIR社における改善措置

（ａ）体系的な研修教育体制

米国関税法遵守の周知徹底のため、米国関税専門の弁護士に委託して、貿易コンプライアンスの専門研修

を継続的に実施しています。

具体的には、事案発覚直後の2025年７月にFIR社の調達部門や物流部門等を対象として再発防止を目的とし

た教育を実施しました。また、2026年３月には、最新の米国関税制度の修得を目的とした研修を貿易コンプ

ライアンスに関わる部門を対象として実施しました。

また、FIR社を含むグループ全体の取り組みとして、2026年５月には、貿易に関与する役職員を対象とし

て、違反事例を通じたリスクの理解と社内の運用体制および相談・報告ルートの周知を図ることにより、現

場での適切な判断と行動の定着を目的としたe-learning研修を実施しました。加えて、同年同月に、貿易管

理に関する遵守事項を業務プロセス別に一覧化したマニュアルや、注意すべき事項をまとめたハンドブック

を展開し、社内ポータルに掲載しました。
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（ｂ）原産国表示判定に係る内部統制

FIR社において、米国輸出に関する原産国表示判定に関する内部統制が適切に整備されていなかったため、

これらの内部統制を整備し運用を開始しております。具体的には、ニデックグローバル貿易管理基本規程第

10条を新たに規定し、米国向け貨物の原産国判定において、ニデックホールディングアメリカ㈱ 法務部との

連携、及び外部の貿易管理専門家との協議を必須とするプロセスを整備しました。これにより、最新の法令

や重要な部品・BOM（部品構成表）の変更を適時に反映し、専門的知見に基づいた正確な原産国判定を継続的

に行う体制を構築しております。

（ｖ）FIR事案の調査等踏まえた貿易コンプライアンスに係る追加改善措置

（ａ）貿易コンプライアンスに関するe-ラーニング研修の実施

2026年５月に、違反事例に関する相談・報告ルートを改めて周知するとともに、貿易に関与する役職員を

対象として、貿易コンプライアンスに関するe-ラーニング研修を実施しました。これにより、貿易管理に携

わる役職員に対し、遵守すべき基本事項の理解を改めて促すとともに、違反又はその懸念を認識した場合に

適切に相談・報告することの重要性について周知徹底を図りました。

（ｂ）「関税対応マニュアル」及び「関税対応ハンドブック」の整備・展開

2026年５月には、原産地国判定、関税分類及び自由貿易協定に関する業務について、貿易管理上の遵守事

項を業務プロセス別に整理した「関税対応マニュアル」及び実務上注意すべき事項を取りまとめた「関税対

応ハンドブック」を新たに作成し、関係者へ展開しました。これにより、従来、各拠点や担当者の知識・経

験に依存する部分があった貿易管理業務について、実務において参照すべき共通ルールを明確化し、業務の

標準化に向けた取組みを進めています。

（ｃ）コンプライアンスの重要性についての継続的な発信

2026年７月に実施したグループ全役職員を対象とするコンプライアンス研修において、改めてコンプライ

アンスの重要性について映像メッセージを発信しました。貿易管理に直接携わる従業員に対する専門的な教

育に加え、グループの全役職員に対してコンプライアンスを事業活動の前提として徹底することの重要性を

改めて発信することで、グループ全体におけるコンプライアンス意識の一層の浸透を図っています。

（ｄ）SOP（標準業務手順書）の整備・展開

上記の教育・ルール整備にとどまらず、各拠点の実際の業務プロセスにおいて貿易コンプライアンスの実

効性を確保するため、本社部門が主体となって各拠点の貿易管理プロセスを確認し、把握した課題の改善及

びSOP（標準業務手順書）の整備・展開・定着に取り組んでいます。

特に米国においては、関税調査を過去の申告誤り及び財務影響を確認するための調査にとどめず、貿易管

理体制そのものを改善する機会と位置付け、本社の貿易管理担当者が現地担当者及び関係部門と一体となり、

実際の輸入取引及び業務プロセスの確認、必要な情報の収集・検証並びに判明した課題の是正を進めてきま

した。

こうした本社・現地一体での取組みを通じ、現地担当者が実際の取引に即して関税分類、原産地国判定等

の貿易管理実務に関する知識・経験を蓄積するなど、現地における実務対応力の向上にもつなげています。

また、実際の業務プロセスを踏まえて課題を把握・改善する経験を重ねることで、各拠点の実態に即したSOP

の整備及び実効的な運用に活用できる知見・ノウハウを蓄積しています。

現在、米国を含む各グループ拠点において、プロセスの確認・是正やSOPの整備を並行して進めています。

今後は、各拠点での取組みや米国で得られた知見・ノウハウを相互に活用しながら、業務手順の標準化とそ

の定着・運用状況の継続的な確認を進めることで、教育・ルール整備から実際の業務プロセスへの定着まで、

一連の改善措置を継続的に運用し、グループ全体の貿易コンプライアンスの実効性を高めてまいります。

（ⅵ）人事処分

第三者委員会による調査結果及びその他の社内調査結果を踏まえて、FIR社に関する責任の明確化を行い、既

に主要な責任者は解雇もしくは辞任にて４名が退職しております。その他の対象者に対しては、書面での戒告

処分や口頭での厳重な処分を行う予定です。
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２）不適切な会計処理の疑義を踏まえた改善措置

（ｉ）中期経営計画策定のプロセスの再整備

（ａ）中期経営計画策定のルールの再定義や明文化

中長期的な視点での競争力強化と事業成長を実現することを目指し、研究開発など具体的な実効性を伴う

戦略を明確に示すべく、事業本部・国内グループ会社が、CFO・CMO・CDO・CTOといった当社グループ全体に

横串を通す機能を担う役職員とも連携し、計画の立案及び検証を行うことを含め、成長を実現するための中

期経営計画の実現可能性を高めるルールとなる中期経営計画策定規程を2026年６月に新設し、その後、中期

経営計画策定ポリシーとして当社グループ各社への周知を完了しました。これに基づき、2026年度より中期

経営計画策定プロセスの運用を開始しています

（ｂ）中期経営計画検討体制（チーム制）の構築

個々の事業本部・国内グループ会社における責任者が、中期経営計画を自ら策定し、機関決定を経て、そ

の実行に責任を負うことを明確化しました。

また、そうした責任者を支援するチーム体制を構築し、チームによる十分な議論を経た上で個々の事業本

部・国内グループ会社が計画を策定する体制を整えるとともに、当社事務局及び当社グループ全体に横串を

通す機能を担う役職員が、各チーム及び実務担当者と連携して計画を検討する体制も整備しました。加えて、

中期経営計画の策定に当たっては、社内での有為な人材の知見を広く集約するとともに外部専門家の知見も

活用しながら進めております。

（ｃ）中期経営計画策定プロセスの強化

全社としての経営の方向性を定め、かかる方向性に基づき、個々の事業本部・国内グループ会社の業績責

任を担うチームで十分な戦略議論を行い、合理的な中期経営計画となるようプロセスを改めました。各事業

本部・国内グループ会社が当社に対して説明責任を果たしたうえで機関決定（経営会議・取締役会承認等）

を行うことで、当社の一部の経営層による属人的・恣意的な計画の策定や変更の防止を進めております。そ

して、これらの施策に基づき、2026年度において、既に策定済の2027年度までの計画の見直しと2028年度以

降の計画の策定を進めております。具体的には、2026年５月13日に公表した“Re-Definition”ニデック経営

改革５カ年プラン（FY26-30）を基に、同月29日の経営会議及び同年6月3日の取締役会において中期経営計画

策定の方向性及び検討プロセスを協議し、同月に事業本部、当社グループ会社の長及び当社経営層が参加す

る説明会を開催して策定プロセスを開始しました。現在は、事業特性が共通する事業をまとめた新たな事業

軸 で あ る 「 ５ 本 柱 」（Better Life、Electrification & Energy Infrastructure、Digital Society

Solutions、Advanced Manufacturing Solutions、Mobility Innovation）の枠組みの下、各事業領域に設置

した戦略検討チームが主体となり、「５本柱」の長の意向のみで計画を定めるのではなく、市場環境、自社

の強み・技術要素、同一事業領域に属する会社間のシナジー等を検証しながら中期経営計画の策定を進めて

います。

例えばある事業での戦略議論においては、従来の売上規模の拡大と製品のフルラインナップ整備を前提と

した取組みに対し、製品ごとのポートフォリオを再検討し、競争力の低い製品については選択と集中への転

換を検討するなど事業の競争力を踏まえた議論を進めており、外部専門家の知見も活用し、実態や将来予測

を踏まえながら、自らの意思で成長に向けた計画を検討している事例として把握しております。加えて、ガ

バナンス向上や全体最適を目的とした組織体制・経営モデルの変革という観点からも、法人の統廃合、生産

事業所の最適化、販社及び工場のコストセンター化といった施策の検討を進めております。
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（ⅱ）事業計画策定プロセスの再整備

（ａ）事業計画策定のルールの再定義

2026年３月に事業計画管理規程を新設し、事業計画管理ポリシーとして当社グループ各社への周知を完了

しました。これらについては2026年度より運用を開始しており、2027年度の事業計画に反映される予定で

す。

（ｂ）事業計画検討体制（チーム制）の構築及びプロセスの強化

2026年１月に、改善計画・状況報告書記載の考え方に基づく事業計画策定プロセスの説明会を実施し、各

事業本部・国内グループ会社において事業計画の策定を開始しました。同月末から２月初旬にかけて、各事

業本部・国内グループ会社と当社との間で、策定プロセスの進捗確認並びに疑問・懸念の解消を目的とした

進捗確認会を実施しました。

その後、2026年３月に事業計画共有会を開催し、親和性のある事業ごとに外部環境や事業特性に照らした

計画の合理性を相互に確認しました。これらのプロセスを経て、同月28日の経営会議及び同月31日の取締役

会において総連結計画を協議し、2026年度事業計画を承認しました。

策定過程では、一部の経営層による非現実的な目標設定を改めることと、成長に向けて健全な挑戦を追求

することは両立すべきであるとの議論や、保守的な計画ではなく自らの意思でチャレンジを検討する事例も

報告されました。各事業の従来の実態は一様ではないことを踏まえ、各事業による主体的な計画策定と当社

による合理性の検証を進めてまいります。

今後の事業計画策定、予実管理及び事業評価を適切に運用する上での根拠文書となる事業計画管理規程を

2026年３月に新設し、事業計画管理ポリシーとして各当社グループ会社への周知が完了しております。事業

計画の基礎となる中期経営計画の策定が完了したのち、2027年度の事業計画より運用します。

（ⅲ）予実管理プロセスの適正化

（ａ）予実管理における業績管理値の変更

事業部門の判断を伴う月次見込値を日次で報告する管理体制及び業績会議を2025年９月末に廃止し、2026

年４月実績以降は、簡易連結による月次財務実績値を中心とした新たな予実管理を開始しています。2026年

４月分については同年５月29日の経営会議及び同年6月３日の取締役会に、同年５月分については同年６月24

日の経営会議及び同年７月８日の取締役会に、それぞれ報告しました。

同年6月分以降については、2026年３月期および2027年３月期第１四半期の決算対応と整合した財務実績値

での予実管理が可能となり次第報告を行い、以降は通常の報告サイクルで予実管理を行う予定です。

（ｂ）実績分析及び対策の検討、次期計画精度向上

2026年３月に新設した事業計画管理規程に基づき、同年度の予実管理に関する具体的なプロセス及びフォ

ーマットを含むガイダンスを整備し、各事業本部・国内グループ会社への周知を完了しました。2026年４月

実績以降、上記（ａ）に記載した予実管理において、計数に加えて各事業本部・国内グループ会社による事

業状況分析も報告対象とし、経営会議において討議を行っています。

また、2026年９月には事業ごとに通期見通し確認会を開催し、2026年度事業計画に対する直近時点の見通

し・確度及び計画策定時からの状況変化等について討議し、その結果を取り纏めた総連結の通期見通しを同

月9日の経営会議及び30日の取締役会に報告しました。乖離理由の分析、挽回余地の検討及び計画見直し等に

ついても、決算対応と整合した通常の報告サイクルにおいて、四半期予実管理会議での確認・協議を実施す

る予定です。

（ⅳ）業績評価基準の見直し

（ａ）計数項目の見直し

2026年３月に新設した事業計画管理規程において、事業本部・グループ会社の事業評価指標を売上高、営

業利益、FCF（フリーキャッシュフロー）及びROIC（投下資本利益率）と定め、各事業本部・グループ会社が

事業特性に応じて所定の範囲内で評価比重を申告し、当社による検証を経て決定する仕組みを明文化しまし

た。これにより、利益目標達成のみに対する過度に厳しいプレッシャーが生じることを抑止します。
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（ｂ）評価項目の追加

事業計画管理規程に基づく新たな事業評価の考え方及びプロセスについて、各事業本部・国内グループ会

社に対する説明会を実施しました。また、2026年度の事業計画策定に並行し、中長期を見据えた課題と目的

に対応する手段として複数の中長期重点施策を事業本部・グループ会社自身で策定し、またそれらについて

2026年度内に到達すべきマイルストーンと評価基準についても設定しました。

決算対応と整合した通常の報告サイクルにおいて、上記（ⅲ）（ｂ）に記載した予実管理会議にて売上

高・営業利益に加えてFCF及びROICを含む指標について協議するとともに、中長期重点施策の進捗状況につい

て、短期的な利益目標達成のみならず中長期的な会社の成長に向けた取り組みの進捗状況を確認いたしま

す。

また、事業年度終了後には、上記（ａ）で記載した財務指標とともに中長期重点施策について通年での検

証・評価を行い、経営会議等への報告及び戦略上の議論に活用いたします。

（ⅴ）経理機能の事業部門からの独立性の確保

（ａ）経理機能の独立性の確保

不適切な会計処理の発生を防止するため、経理機能の事業部門からの独立性を確保し、正しい会計処理を

行うことを最優先とする体制の整備を進めました。その一環として、当社は、2026年２月に事業本部及び国

内グループ会社に対し、経理機能と事業管理機能の役割を明確化するため、業務分掌規程や職務記述書の見

直し及び改訂を行うよう通知しました。これを受け、事業本部及び国内グループ会社各社は、業務分掌規程

や職務記述書を改訂し、2026年４月以降は、当社の経理担当役員の下、適切な制度決算を担う経理機能と経

営戦略実行のモニタリング等を担う事業管理機能に分化しています。また、事業本部及び国内グループ会社

の経理機能を当社の経理機能の管掌下に置くとともに、人事面についても当社が関与する体制としました。

具体的には、事業本部及び国内グループ会社のCEOがCFOの選解任を決定する場合は、当社CFOが事前にその内

容を確認し、特に解任の場合にはその理由の妥当性を確認することとしました。また、事業本部及び国内グ

ループ会社の経理責任者に対する人事評価については、事業本部及び国内グループ会社のCFOが評価結果及び

その理由を当社CFOに報告する義務を負うものとし、当社CFOが評価の公正さと適正さを確認できる体制とし

ました。これらの人事プロセスの変更は2026年４月に事業本部及び国内グループ会社各社に対して通知して

います。当該プロセスを通じて、CFO及び経理責任者が不当な評価や解任を受けることを防止し、経理組織が

事業部門の業績目標や意向から独立して適切な会計判断を行える状態を確保することで、経理部門が事業部

門と一体となって利益目標の達成を目指すという従前の構造を解消し、第２線のディフェンスラインとして

適切に牽制機能を発揮することを目指しています。

さらに、業績が目標未達か過達かに関わらず、組織として正しい実績値を報告できる体制を担保するため、

デュアルレポートラインを2026年４月に整備しました。具体的には、事業本部及び国内グループ会社のCFOの

レポートラインは、所属組織のCEO及び当社CFOとしました。また、事業本部及び国内グループ会社の経理責

任者のレポートラインは、所属組織のCFO及び当社経理責任者としました。

上記内容については、当社から、事業本部及び国内グループ会社各社に対してデュアルレポートに関する

インストラクションを展開し、経理機能の独立性を確保する体制として運用の定着を図っています。本体制

の整備により、当社CFO及び当社経理責任者と、事業本部及び国内グループ会社各社のCFO及び経理責任者と

の間で、直接的なコミュニケーションが定常的に図られるようになりました。特に、事業本部及び国内グル

ープ会社各社のCFO及び経理責任者は、月1回の業務報告を通じて、それぞれが管掌する業務の運営状況、認

識している課題及び重要な論点等を当社CFO及び当社経理責任者に直接報告し、必要な助言及び支援を受ける

とともに、今後の対応方針等について相互に意見交換を行っています。これにより、業績の達成状況にかか

わらず正しい実績値を率直に報告・共有できる環境が醸成されつつあり、経理機能の独立性確保にとどまら

ず、適正な会計処理を尊重する組織風土の改善にも寄与しているものと認識しています。
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（ｂ）経理リソースの確保

経理税務部の連結会計グループの人員リソースの補強は途上にありますが、引き続き新卒及び中途採用に

加え、他部門からの配置転換等を通じて、連結会計グループの人員体制の補強を進めてまいります。

もっとも、当面は改善施策の実行や、現行決算対応等に人員が割かれるため、決算品質を確保するための

当面の対応として、外部専門人材を活用した決算対応体制を敷いており、実際の連結決算業務も外部リソー

スの関与を得て進めております。これにより、当社の人員リソースのみでは対応が困難な決算実務やレビュ

ー機能が補完され、外部の客観的知見も踏まえた決算品質の確保を図っています。あわせて、比較的引継ぎ

が容易な業務については経理税務部内の他グループ及び経営管理部からの協力を得るとともに、連結決算の

実務経験を有する事業部やグループ会社への出向者等による支援も活用することで、組織全体としての決算

対応力の底上げを図っています。

また、今後１～２年程度かけて外部専門人材の指導による経理人材の育成も踏まえ、徐々に内製化・自走

化を図るとともに、並行して経理業務の集約化・効率化の施策を実行します。

（ｃ）経理に関する意識改革・教育

経理部門及びその他の部門に対する意識改革・教育を実施しています。2026年３月には、投資家・市場を

はじめとするステークホルダーに対して誠実に対応し、適正な財務報告を行うことの重要性やコンプライア

ンスに対する基本姿勢を周知徹底するため、経営トップから全従業員に向けてトップメッセージを発信する

とともに、経営幹部、経理業務に従事する役職員、購買・生産管理部門及び営業部門に従事する役職員約

12,000名を対象に、投資家・市場に対する誠実な姿勢の徹底、適正な財務報告の確保及びコンプライアンス

に対する理解と意識の向上を目的としたe-ラーニング研修を実施しました。具体的には、会計不正に至った

背景及びその社会的影響について理解を深めるとともに、実際に発生した会計不正事案を題材として、現場

において認識すべき会計上・決算上のリスクの兆候や、それらを把握した場合に求められる適切な行動の在

り方について、ケーススタディ形式で学習しました。これは第三者委員会から提言のあった投資家・市場に

対する誠実さの徹底に資するものと判断しています。

また、2026年９月には、会計不正の再発防止に向けて、当社グループの経理部門に従事する従業員を対象

としたe-ラーニング研修を実施しました。本研修は、会計不正事案及び再発防止策に対する理解を深めると

ともに、経理人材として求められる行動原則を周知・浸透させ、経理部門として適正な決算及び財務報告を

担保することを目的としたものです。単なる知識習得にとどまらず、経理従事者一人ひとりが果たすべき役

割を理解し、日々の決算・財務報告業務において適切な判断と行動を実践できるよう、意識付けを図りまし

た。

これらの研修は、一過性の取り組みにとどめることなく、今後も継続的かつ反復的に実施していく方針で

あり、次回は2027年２月頃の実施を予定しています。こうした継続的な取り組みを通じて、当社グループの

経理部門をはじめとする全社の財務報告に対する意識及び感度を持続的に高め、会計不正の再発防止に資す

る研修としての実効性の確保に万全を期してまいります。

（ｄ）経理ガバナンスの強化

経理ガバナンスの強化を図るため、会計自己点検（第三者委員会の管理・監督の下、大部分のグループ会

社における2020年３月期から2026年３月期第１四半期までの会計処理の適切性を調査する取組み）の経験に

より、当社・事業本部・国内グループ会社、その傘下会社が効率的・効果的にコミュニケーションを図る関

係性が構築されつつあり、NIAP（Nidec global Accounting Policy）（2017年のIFRS導入に伴い規程化され、

グループ全社への展開・運用が行われているグループ会計方針です）の展開等の各種施策を着実に実行して

います。

また、2026年３月期末決算より、各グループ会社の決算において生じ得るリスク情報を当社経理税務部へ

報告するプロセスを新たに構築したことにより、減損リスクをはじめとする各社の重要な会計上・決算上の

リスク情報を、当社において一元的に把握・管理することが可能となりました。そして、事業管理機能を担

う経営管理部が、この新たなプロセスを通じて集約されたリスク情報に関して、事業環境の変化や財務デー

タ等を統合的に分析し、当初の事業計画や投資計画が現場の実情に基づいた実現可能性の高いものとなって

いたかどうかを適切に評価するとともに、経理税務部とも情報連携を図っています。さらに、重要な会計
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上・決算上のリスク情報については、当社CFOが、経営会議及び取締役会に適時に共有する体制としており、

2026年３月期末及び2027年３月期第１四半期に関する重要な会計上・決算上のリスク情報については、2026

年８月26日開催の経営会議において共有しています。加えて、当社CFOが、グループ横断的な観点からの分

析・対応を行い、当社・事業本部・国内グループ会社の各CFO・経理責任者・事業管理責任者と定期的（年に

３回程度）なミーティングを実施することにより横串機能の強化も図っていきます。直近では、2026年４月

にミーティングを実施し、当該プロセスの趣旨を共有しており、2026年12月上旬に開催を予定しているミー

ティングにおいて、重要な会計上・決算上のリスク情報及び再発防止策の運用状況等について共有・確認を

行う予定です。

また、投資家・市場に対して誠実な財務報告を行う前提として、会計監査人に対して適正かつ透明性のあ

る情報提供を行うことが不可欠であることに鑑み、重要な会計上・決算上のリスク情報を適切なタイミング

で会計監査人とも共有する運用としており、2026年３月期末及び2027年３月期第１四半期の状況も決算期間

中に適宜共有しています。これにより、監査上の重要な判断に影響を与え得る情報が網羅的かつ遅滞なく会

計監査人に伝達される体制を確保しています。

これらの取組みにより、当社グループ全体の経理ガバナンスの高度化を図るとともに、不適切な会計処理

の未然防止及び早期是正の実効性を高めています。

（ⅵ）会計方針の明確化と運用の適正化

（ａ）グループ会計方針の見直し、例外申請の廃止

グループ会計方針の見直しについては、本事案及び各事業の実態に基づき2026年６月に実施しました。具

体的には、従前は必ずしも明確でなかった会計処理の判断基準について、2026年３月以降、事業本部及び国

内グループ会社各社との間で複数回にわたるコミュニケーションを実施し、事業実態に即した具体的なガイ

ダンスを追加することにより、判断指針の明確化を図っています。また、NIAPの運用形骸化の要因となって

いた例外申請は2026年３月期末決算から廃止しており、例外申請を認めない運用を継続しています。今後も、

当社経理部門がNIAPの運用状況を継続的に確認し、必要に応じてガイダンスの整備や改訂を行うことにより、

会計処理のばらつき、不適切な拡大解釈及びNIAPからの逸脱の防止を徹底します。

（ｂ）グループ会計方針の展開

M&Aで取得したグループ会社を含めた全グループ会社に対してNIAPの内容の周知徹底を図っています。具体

的には、事業本部・国内グループ会社のCFO及び経理責任者に対して2026年６月に実施した説明会や全ての事

業本部・国内グループ会社に対して2026年６月及び７月に発出した通達を通じて改訂後のNIAPを展開すると

ともに、社内情報基盤上にも掲載することで、経理部門に限らず広く関係者への浸透を図っています。特に

グローバルの経理メンバーに対する説明会の実施に当たっては、従来のような通訳を介した説明にとどまら

ず、経理税務部の責任者が日本語及び英語を用いて直接説明を行い質疑応答にも対応しました。これにより、

NIAP改訂の趣旨や具体的な判断基準、実務上の留意事項をより正確に伝達し、NIAPのより一層の理解促進及

び浸透を図りました。

また、四半期決算ごとに当社経理税務部からレポーティングパッケージ提出会社に対して発出している決

算上のトピックスや留意事項に関する通達においても、NIAPに基づく処理の徹底を継続的に周知していま

す。直近では、2026年９月に2027年３月期第２四半期決算に向けた通達を発出しており、NIAPの周知徹底を

図っております。なお、レポーティングパッケージ提出会社がサブ連結（子会社グループで連結決算をした

上でレポーティングパッケージに入力し報告）の親会社である場合は、サブ連結親会社がサブ連結子会社へ

展開するようにしています。

これらの取り組みを継続することにより、グループ全体としての会計処理の一貫性の確保を図っていま

す。
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（ｃ）グループ会計方針の準拠性の宣誓

2027年３月期第１四半期より、各グループ会社がレポーティングパッケージ提出前にNIAPへの準拠性を確

認・宣誓するプロセスを導入し、運用しています。具体的には、本事案における会計自己点検の結果等に基

づき作成した主要な会計論点のチェックリストを用いて、事業本部・国内グループ会社の経理責任者がNIAP

への準拠状況を確認の上、宣誓する運用としています。

（ｄ）事業本部・国内グループ会社に対するレビュー

各グループ会社が適切に決算を行っているかを当社経理部門が四半期ごとにレビューすることにより、事

業本部・国内グループ会社の経理部門に対する監督の強化を図っています。レビュー対象には、レポーティ

ングパッケージ提出会社に加え、サブ連結の単位に含まれる子会社も含めており、グループ全体をカバーす

ることとしています。本レビューでは、NIAPの正しい理解のもと、各グループ会社から当社経理税務部に報

告される決算上のリスク情報が適時に連携され、会計上の対応状況や会計監査人との協議状況が継続的にモ

ニタリングされる体制を通じて、決算品質の向上及び本社の監督機能の強化を図ることを目的としていま

す。

具体的には、各四半期の決算期末前と決算期中において、各グループ会社から報告される決算上のリスク

情報の提出状況や記載内容を確認し、不備があれば各拠点に個別に連絡のうえ、必要に応じて更新・再提出

を依頼しており、2026年３月期末決算から運用を開始しています。さらに、各四半期の決算後に各拠点にお

ける重要な会計判断を明文化した文書を収集し、必要項目が適切に記載されているかをモニタリングしま

す。本手続は2026年12月から運用を開始する予定です。

（ⅶ）企業風土の変革

（ａ）企業風土改革を推進する新組織の設立

企業風土改革を戦略的かつ機動的に推進し、意思決定プロセスの透明性と迅速性を向上するため、2026年

２月１日より、 CHRO （Chief Human Resource Officer：最高人事責任者）直下に新組織（Culture

Transformation Lab）を設立しました。Culture Transformation Labでは、グループ会社にて製品開発・人

事責任を担ってきた人物を組織長とし、共に若手の親睦会本部会長を務めた人物が専任でチームリーダを務

めています。

Culture Transformation Labの設立以来、CEOやCHROとの定例会、グループ各社との定例会、親睦会やグル

ープ各社の労働組合等との定例会を設け、意見収集を進めています。

今後も、これらの各種会議体を定例的に開催し、従業員から寄せられた意見を継続的に収集・審議すると

ともに、経営層への確実な伝達と迅速な意思決定を通じて、施策への反映を進めてまいります。

（ｂ）階層別企業風土研修の実施

永守氏の掲げる経営理念の影響を見直すべく、当社では「挑戦への道」の朝の輪読を廃止し、永守氏の価

値観や意向が強く反映された社内の掲示物（ポスター等）についても、国内外全拠点で、撤去を実施しまし

た。

企業風土改革の取組みに関する社員の理解を促進し、当社のあるべき姿の土台となる「正しい姿」の共通

認識を浸透させ、行動変容につなげることを目的として、役員・管理職・一般社員（従業員層）を対象とし

たオンライン研修を、2026年７月30日に国内外主要グループ会社に向けて展開しました。
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（ｃ）社員との対話機会の創出

主要拠点ワークショップ及び拠点インタビュー、経営層が参加するタウンホールミーティング等を通じた

コミュニケーションを実施します。

参加者間で意見を共有し相互理解を深める場を整備するとともに、企業風土について考え、望ましい姿や

行動について意見交換・議論できる仕組みを整備しました。2026年９月末時点で、国内本社を含む国内15社、

海外28社においてワークショップ及び拠点インタビューを実施しています。

経営層自らが国内外の各拠点を訪問し、自らの変革の意思を伝えるとともに、現場社員の生の声に耳を傾

けるタウンホールミーティングを実施しています。

なお、タウンホールミーティングにおいて経営層に寄せられた意見を収集し、ワークショップで収集した

意見と同様に、施策の検討につなげています。施策の内容に応じてCEO・CHROとの定例会の機会を活用し、適

宜承認を得ることで迅速な意思決定を図り、関係部門の協力を得ながら実現に向けた取組みを推進していま

す。2026年８月末時点で、経営トップのタウンホールミーティングを国内外で延べ21拠点にて実施しまし

た。

また、施策の検討・実施状況については、ポータルサイト「NiDEPO」に定期的に掲載することで、意見が

どのように検討・反映されているかを把握できるようにしています。

（ｄ）経営層による行動変革

改善計画・状況報告書（改訂版）に記載した上記（a）から(c)の活動の他にも、当社では企業風土変革に

必要と認めた施策を実施しています。当社経営層と社員それぞれによる行動変革施策の実施状況は、本（d）

及び下記（e）のとおりです。

第三者委員会の設置後、経営トップから全従業員に向けたトップメッセージを継続的に発信し、率直に意

見を表明することを呼びかけています。こうした継続的に発信されるメッセージが従業員により伝わりやす

くなるよう、毎月実施している全体会同において経営層のメッセージを発信する際には、資料の投影のみな

らず登壇者の表情がわかる映像を映し、内容によっては経営トップのみならず担当役員自らが登壇して従業

員に直接説明するよう、運用を変更しました。また、「『永守氏の会社』からの脱皮」を実現し、新たな経

営体制の下で当社グループの変革を着実に推進するため、経営トップを中心として、今後の改革の方向性お

よび当社グループが目指すべき姿を示す「Re-Definition宣言」を策定し、2026年４月１日に社内に発表しま

した。策定したRe-Definition宣言を受けて、当社の今後の方向性の共有及びRe-Definition宣言の浸透等を

目的とした役員合宿を開催しました。本合宿には海外拠点の役員含む、当社の役員が全員参加し、グローバ

ルな視点も踏まえながら、当社グループの目指すべき姿や今後の企業風土変革の進め方等について、活発な

議論を行いました。

なお、Re-Definition宣言は、あくまで現時点における当社グループの方向性を暫定的に再定義したもので

す。当社では、これを基礎として、より根本的な企業理念（パーパス）の検討も併せて進めており、今年度

中の策定を目指しています。

（ｅ）社員による行動変革

社員から収集した意見を反映した施策も実施しています。例えば、社員間のコミュニケーションにおける

心理的負荷を軽減し、相互に意見を述べやすい職場環境を醸成することを目的として、役職や立場にかかわ

らず「さん」付けで呼び合う取組みを推進しました。

また、従業員の声に従って働く環境の整備を推進することで、当グループの細部にまで浸透していた短期

利益やコスト削減を最優先する価値観からの脱却を図るとともに、会社が一人ひとりを大切にし、その声を

尊重する姿勢を具体的な形で示しています。併せて、社員同士の自然な交流やコミュニケーションが生まれ

やすい職場環境づくりを進めています。

さらに、社員間のつながりを一層強固にし、日常のコミュニケーションを活性化させることを目的として、

会社として敢えて感謝を伝える機会を設ける「感謝ウィーク」を実施しました。普段は感謝を伝える機会が

少ないなかで、会社が主体的にその場を用意することで、社員間のつながりを深め、普段のコミュニケーシ

ョンのあり方そのものを変えていきたいとの狙いによるものです。その結果、多くの感謝のメッセージが寄

せられ、社員からは「普段はなかなか伝える機会がなかったため、良い取組みだった」との声も寄せられま

した。
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（ｆ）本社各部門・グループ会社・グローバル各社での活動

上記（a）から（e）の活動は当社の各部門やグループ会社、グローバルの各社にも少しずつ広がっており、

当社では、その状況を社内外に示しています。

Culture Transformation Labによる活動と並行して、当社の各部門及びグループ会社においても、それぞ

れの職場の課題に応じた改善活動が始まっています。当社総務部では、社員から寄せられた意見を踏まえ、

執務室内で軽食を購入できるサービスを導入しました。

当社の小型モータ事業本部並びに国内グループ会社であるニデックプレシジョンやニデックドライブテク

ノロジー等では、Culture Transformation Labとは別に、企業風土変革を推進するため、それぞれの組織や

職場が抱える課題を踏まえた施策を主体的に検討し、実行する取組が始まっています。これらの取組と

Culture Transformation Labは適宜連携し、情報連携等を通じて相互の施策推進を加速させています。

こうした取組みを受けて、「これまで接する機会の少なかった役員が現場に足を運び、直接対話してくれ

るようになったことで、会社が変わろうとしていることを実感するようになった」との声も寄せられていま

す。

変革の動きは、国内にとどまらずグローバルにも広がり始めています。これまで各地域・拠点を中心に運

営されてきた人事機能について、グローバルで相互に連携する取組を進めています。その一環として、各地

域・拠点の人事担当者が一堂に会し、相互理解を深めるとともに、今後のグローバルな連携強化に向けて意

見交換を行うイベントを開催しました。あわせて、Culture Transformation Labがこうしたグローバルに連

携する人事機能との結びつきを一層強めることにより、各国の人事機能と歩調を合わせ、人事領域における

企業風土変革を力強く推進してまいります。

また、本件事案を教訓として、各拠点においても自主的な取組が進められています。例えば、車載事業本

部傘下のニデック自動車モータ（浙江）では、改善計画書を中国語に翻訳した上で、本件事案を自拠点にも

関わる課題として捉え、その内容を共有するとともに、自拠点における課題や今後の取組について議論する

勉強会を実施しました。

この他にも、小型モータ事業本部傘下のニデックフィリピンでは、Re-Definition宣言を受けて、利益偏重

から脱却し、正しさと品質を前面に打ち出した拠点方針を策定し、当該会社の全体朝礼で共有したうえで、

各部への展開を依頼しました。

（ｇ）実施状況の透明性確保

Culture Transformation Labにて検討し、各部門・各グループ会社で実施している施策は、社内ポータル

サイト「NiDEPO」にて公開し、検討状況や対応の方向性を順次更新しています。これにより、社員から寄せ

られた意見への対応状況を社員自身が把握できるようにし、社員からの意見の取扱手続の透明性の向上を図

っています。

さらに、改革の状況や今後の取組み、その進捗を社外のステークホルダーに対しても継続的かつ透明性を

もって発信することを目的として、2026年７月９日に「Nidec Journal」を立ち上げました。同媒体を通じて

改革の進捗や具体的な取組みを継続的に発信することにより、当社グループへの理解の促進および信頼の回

復・向上につなげてまいります。このように、当社グループでは、企業風土変革に向けた各種取組を進めて

おり、現時点では限定的ながらも、その変化を実感する社員の声や具体的な事例が徐々に現れ始めていま

す。

一部の社員からは、「会社が取り組んでいることが以前よりも見えるようになり、身近なところでも変化

が起き始めていることから、今後の変革に期待している」との声が寄せられています。

もっとも、当社は、企業風土が変わり始めているとはいえ、すべての人がその変化を実感している状態に

までは至っていません。ワークショップ等では、「Culture Transformation Labが活動していることは認識

しているものの、自分たちの職場や会社が変わったとは感じられない」との声も寄せられています。現時点

で生じている変化は、一部の職場や社員が変化の兆しを感じ始めた段階にとどまり、現場において具体的な

変化を実感できていない社員も依然として多いものと認識しています。

そうした認識の下、社員の意識や職場の実態を定量的に把握するため、2026年10月にエンゲージメントサ

ーベイを実施する予定です。エンゲージメントサーベイについては、これまで各社が個別に実施していた事

例はあったものの、グループ全体でグローバルに統一して実施するのは、今回が初めての取組みです。
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今後は、同サーベイの結果を分析し、明らかとなった課題に対応する改善活動を立案するとともに、引き

続き社員から寄せられる声を具体的な施策につなげ、その進捗及び結果を社員に示してまいります。

当社グループは、経営層が率先して変革の姿勢を示すとともに、社員一人ひとりが自ら考え、行動するこ

とを促し、経営層と社員の双方から企業風土改革に向けた取組を着実に進めてまいります。また、これらの

取組を一過性のものとすることなく、各施策の実施状況や効果を継続的に検証し、その結果を踏まえて必要

な見直しや改善を重ねてまいります。こうした取組を継続的に積み重ねることで、社員一人ひとりの意識や

行動の変化につなげるとともに、それらを組織全体に定着させ、当グループ全体の企業風土の変革を推進し

てまいります。

（ⅷ）グループガバナンス体制の再構築

2026年４月に当社グループ全体に適用するグループガバナンスの考え方を示した基本原則としてグループガ

バナンスポリシーを策定し、グループ全体に展開・周知しました。

また、2026年４月にグループグローバル基準の稟議事項決裁者一覧を策定し、当社グループ内の各法人で行

われる一定金額以上の重要な投資・費用支出については事前に当社の承認を得るルールを明確にしました。

グループガバナンスポリシー等の当社グループの全法人に周知すべき規程等（グループポリシー）について

は、通達で各法人に伝達するだけでなく、グループ各社からアクセス可能な当社イントラネット（NiDEPO）に

掲載するとともに、それぞれの規程を策定・発出する主管部門が中心となって説明会・説明動画配信等の周知

活動を行いました。また各法人で規程等の周知を担当する役員・管理職から、グループポリシーの周知の必要

性を理解した旨の確認（アンケートへの回答）を行い、当社グループの全法人にグループポリシーが周知され

るように促しております。

（ⅸ）コンプライアンス教育の充実

（ａ）入社時・定期研修におけるコンプライアンス教育の充実

2026年１月より、毎月入社する中途入社社員に対し、対面又はオンラインでのコンプライアンス研修を実

施しています。加えて、2026年６月の新任マネジメント層向け研修の一環として、新規昇格者を対象として

コンプライアンスの観点で管理職に期待される役割や、管理職として特に気を付けるべき重要なトピックス

を学ぶコンプライアンス研修をオンラインで実施しました。

（ｂ）グループ全体へのコンプライアンス教育の徹底と本事案の継続的な周知

2026年３月には、経営幹部、経理業務に従事する役職員、購買・生産管理部門及び営業部門に従事する役

職員約12,000名を対象に、投資家・市場に対する誠実な姿勢の徹底、適正な財務報告の確保及びコンプライ

アンスに対する理解と意識の向上を目的として、e-ラーニング研修を、実際に発生した会計不正事案を題材

として実施しました。

グループ全体でのコンプライアンス意識の継続的な維持を目的として、2026年７月に、グループの全役職

員を対象として、本事案における経緯、原因、教訓等を役職員に周知し、本事案を題材としたコンプライア

ンス教育をオンラインで実施しました。これは第三者委員会から提言のあった投資家・市場に対する誠実さ

の徹底にも資するものと判断しています。

（ⅹ）人事評価制度の見直し

（ａ）業績以外の目標設定と評価の徹底

人事評価制度の見直しに関しては、管理職の目標設定項目の見直しに加え、人材情報の一元管理並びに人

事評価および従業員育成の強化に向けて、グローバル人事システムの導入を決定し、導入準備を進めていま

す。
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（ｂ）制度理解向上施策の実施

適正な人事評価の運用の徹底に向けて、2026年３月に当社の全従業員向け説明会を実施するとともに、評

価者に対しては、４月に目標設定研修を、９月に評価者研修を実施しました。また、国内グループ各社にお

いても、従業員向け説明および評価者向けに同様の研修を４月と９月に実施しています。４月の目標設定研

修、9月の評価者研修では、適切な目標設定の考え方や評価制度の趣旨、公平・公明・公正な評価の実施方法

に加え、評価者として求められる役割や評価結果のフィードバックについて取り上げました。あわせて、管

理職層の目標設定時に必須としたコンプライアンスに関する目標についても研修内容に含め、業績面のみな

らずコンプライアンスを重視し、常に正しいことを優先して判断・行動することを求める内容としていま

す。さらに、当社の管理職には近年実施できていなかった階層別研修を実施し、管理職としての役割の再認

識や、人材育成、組織運営に対する意識向上を図りました。部長クラスでは「組織風土診断」を活用して自

組織の課題分析と職場実践計画の策定を行い、グループリーダー、チームリーダークラスでは「リーダーシ

ップ診断」を通じて自身の強みや課題を把握し、組織運営や人材育成に関する実践的な内容としています。

また、適正な人事評価運用が行われているかを継続的にモニタリングするため、2026年５月から６月にか

けて、グループ会社における評価シートを対象に、今期の目標設定方針に沿った目標設定が行われているか

をサンプリングベースで確認し、必要に応じて修正を行いました。あわせて、グループ各社の管理職の目標

設定内容やウェイト配分についても確認を実施し、グループで定める方針との整合性が確保されているかを

検証するとともに、適切な運用がなされていない従業員に対しては人事部門から是正を促すなど、運用の徹

底を図りました。さらに、2026年12月には目標設定及び評価面談に関するアンケートを実施し、評価制度の

趣旨に沿った評価運用がなされているかを確認するとともに、その結果を踏まえ、必要に応じて制度や運用

方法の改善策を検討・実施します。

（xi）取締役会・監査等委員会の実効性向上

（ａ）業績目標の妥当性に対する取締役会の監督の実効性向上

事業計画の策定及び計画の進捗状況のフォローアップのため、2026年３月に取締役会規程を改訂し、事業

計画に関連する取締役会付議事項を整理するとともに、「取締役会審議スケジュール」を取締役会の承認の

もとで策定し、事業計画に係る審議を取締役会にて行う仕組みを整備しました。

これらに基づき、2026年度事業計画を３月31日の取締役会に付議し、審議・決議しております。当該取締

役会審議においては、経営リスクの織り込みや、各事業からのボトムアップの情報を中心に策定した計画に

対する評価などが審議されました。

事業計画の進捗状況のフォローアップについては、2026年４月分については同年５月29日の経営会議及び

同年6月3日の取締役会に、同年５月分については同年６月24日の経営会議及び同年７月８日の取締役会に、

それぞれ報告しました。
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（ｂ）重要リスク情報共有体制の整備と監督機能の強化

2026年５月にリスク管理規程と危機管理規程を見直し、取締役会に報告すべき重要なリスク情報の定義や

報告要否判断の基準を明確に定めました。また2026年３月に取締役会規程を改定し、リスク管理委員会、コ

ンプライアンス委員会及び最高コンプライアンス責任者（CCO）が把握したリスク情報の中で、取締役会に報

告すべき重要なリスク情報が検出された場合には、当該重要なリスク情報を取締役会へ報告することを定め、

重要なリスク情報が取締役会に確実に報告される体制を構築しました。なお2026年９月末までの期間におい

ては、重要なインシデント（例：台湾子会社におけるランサムウェア被害）の取締役会への報告は、執行側

報告事項の一部として担当役員から行われており、リスク管理委員会・コンプライアンス委員会からの重要

リスク情報の該当案件の報告はありませんでした。

また、経理部門（CFOライン）で確認した重要リスク情報の状況について、2026年８月26日にグループ経営

会議、９月３日に取締役会への報告を行いました。今後も四半期ごとに報告する予定です。グループ経営会

議を重要な事業リスクや経営課題を幅広く議論する場としたことから、グループ経営会議における議論の結

果は取締役会にも共有しています。直近では、2026年７月８日開催の取締役会において、執行側報告事項と

してリスク案件（台湾子会社におけるランサムウェア被害、特定事業に係る事業リスク）について報告を行

いました。またグループ経営会議の議事録を取締役全員に共有ドライブを通じて共有することにより、グル

ープ経営会議で議論されたリスクを取締役が把握することが可能になっています。なお、監査等委員はオブ

ザーバーとしてグループ経営会議に毎回出席しており、執行側の審議状況や重要リスク情報を直接把握でき

る機会として活用しております。

加えて、社外取締役のみの意見交換を定時取締役会終了後にランチミーティングとして実施しておりま

す。

（ｃ）監査等委員会の実効性向上

経営管理監査部から監査等委員会への内部監査結果（監査実施内容・結果の概要、主な発見事項等）の定

期的な報告（年４回：2026年４月22日・７月22日開催の監査等委員会にて報告実施済）、監査等委員会・経

営管理監査部・会計監査人の三者による統制上の課題の共有等を目的とした定期的な意見交換会（年４回：

2026年４月22日・７月22日に実施済）を行っています。また、監査等委員会監査（業務監査）の一環として

業務執行取締役及び執行役員との意見交換の強化を図りました（2026年２月７日・５月８日・８月４日に

CLO、４月４日・７月８日にCFO代行、６月３日・９月３日にCEOとの意見交換を実施済）。

（ｄ）取締役の専門性の多様化による監督機能の強化

2026年５月９日の指名委員会において、「取締役に求める専門性と経験」を示すスキルマトリクスを見直

し、これに基づき選任取締役候補者案を決定し、同年５月13日の取締役会にて答申報告しました。具体的に

は、社外取締役については、特に重視するスキルとして「法務・コンプライアンス」「財務・会計」「ガバ

ナンス・リスク管理」「企業経営経験」「資本市場に対する知見」を充足する人材の選任を検討すること、

また、社内取締役については、コンプライアンス及びリスク管理面からの問題提起を十分に行うため管理系

担当である執行役員の取締役への登用を検討することが含まれています。

上記、指名委員会の答申に基づき取締役会にて選任取締役候補者を決定し、2026年６月開催の定時株主総

会において提案した結果、当社が提案したすべての取締役候補の選任が承認されています。新たな取締役会

の構成については、2026年５月27日付「第53期定時株主総会招集ご通知」及び同年６月18日付「第53期定時

株主総会決議ご通知」記載のとおりです。

（ｅ）社外取締役をサポートする体制の拡充

取締役会事務局の機能を強化するため、2026年６月１日付で取締役会室を新設しました。

また、社外取締役から外部専門家を活用する場合の窓口を担うことを取締役会室の業務分掌として明記し

ました。一例として、取締役監査等委員から日本監査役協会への加盟・研修受講の要望があった際に、取締

役会室が窓口として対応し、協会加盟等の橋渡しをしました。

加えて、先の定時株主総会で選任された社外取締役就任時のサポートとして、2026年6月以降、執行側から

会社・組織概要、事業内容、当社が抱える課題とその対策進捗、経営改革５か年プランなどについて、複数

回の情報提供を行いました。
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（xii）執行役員指名の基準見直しと実効性の強化

（ａ）選任基準の見直し・解任基準の策定

執行役員の選任基準を、当社グローバル経営幹部及び国内グループ会社CEOにグローバルかつ統一的に適用

される選任基準へとアップデートし執行役員規程を改訂しました。具体的には、執行役員の要件として、高

い倫理観とコンプライアンス意識、組織構築と人材育成を通じたリーダーシップ、将来を見据えた戦略立

案・実行等の観点を追加し、当社グローバル経営幹部及び国内グループ会社CEOにも適用されるよう、適用範

囲を拡大しました。加えて、経営環境に応じて特に重要視すべき点を指名委員会で審議し、選任判断に反映

する運用としています。さらに、執行役員の解任基準も策定し、選任基準を満たさない事象が生じた場合や

不正の行為又は法令もしくは社内規程に違反する重大な事実が生じた場合には解任の審議を行えるようにし

ています。

（ｂ）執行役員選任プロセスの実効性向上

指名委員会では、より客観的かつ透明性の高い選任プロセスの構築に向けて、新たな選任基準を2026年４

月に策定しました。なお、その策定に先立って2026年４月選任時の執行役員候補者については、外部アセス

メントを実施しております。また、今後も指名候補者に関するコンプライアンスチェック結果、社内におけ

る評価・実績情報、外部アセスメント結果等を体系的に指名委員会へ提供し、より多面的な観点から選任判

断を行う体制を整備していきます。さらに、指名委員である社外取締役から、指名委員会と指名候補者との

面談等の機会を充実させる必要がある旨の指摘があったことも踏まえ、執行役員を選任する際には早期の段

階から候補者との面談を実施しています。加えて、取締役会の事前説明会での事案説明や、拠点訪問時には

ランチミーティングなど、候補者との接点を充実させることで、候補者に対する理解を深める運用としてい

ます。

（xiii）役員報酬評価基準と報酬決定プロセスの実効性強化

（ａ）役員報酬評価基準の見直し

役員報酬評価基準の見直しについては、役員報酬評価基準の再設計を行い、STI（短期インセンティブ）で

は単年度の売上・営業利益・FCF（フリーキャッシュフロー）に加えて、2026年度は内部管理体制の視点から

の要素も組み込んだ新たな役員報酬評価基準を同年３月に策定し、プロセスや中長期の観点への意識付けを

行っています。また、当社グループ全体における報酬体系の一貫性を確保するために、2026年４月に役員報

酬評価基準をグローバルに統一し、適用範囲を拡大しました。今後は、これらの施策の運用状況や有効性を

検証するとともに、事業環境や経営課題の変化も踏まえながら、最適な報酬制度のあり方について継続的に

検討し、必要に応じて見直しを行ってまいります。

（ｂ）報酬決定プロセスに関する実効性の向上課題と対応策

報酬委員会については、2026年度に入ってから、新たな報酬委員会規程のもとで4月から６月までに計３回

開催しました。

報酬委員会では、検討対象となる候補者の状況に応じてポジション別の役員報酬のベンチマーク情報とを

比較し適正水準を検討しました。また、国内グループ会社のCEOの報酬額案を当社人事部門に集約し、グルー

プ全体で新たに規定した統一基準を用いて算定されていることを確認し、報酬委員会への報告を行い、議事

録に残すことによって実効性強化と透明性確保を図りました。

なお、国内グループ会社の執行役員報酬の検討・決定についても、グループ全体で新たに規定した統一基

準を用いて算定した報酬額案を当社人事部門から各社に提示し、各社が報酬基準に基づいて妥当性を検討し

ています。検討の際に必要に応じて各社が報酬額を調整して当社に報告し、当社人事部門による過去の報酬

実績との比較や各社が調整した理由等の確認を経て各社の役員会でそれぞれ決定しました。
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（xⅳ）内部監査体制の強化

（ａ）監査等委員会との連携による独立性の強化

四半期に１回以上、経営管理監査部から監査等委員会への報告を開始しており、2026年４月及び７月に報

告の場を設けました。具体的には、経営管理監査部より監査等委員会に対して、当年度の内部監査計画及び

期中までに実施した内部監査結果の報告を行っています。

また、経営管理監査部と監査等委員会との間の定期的な情報連携を通じ、経営管理監査部の独立性が担保

されている環境になっていることを監査等委員会が確認できるようにし、過去に行われていた特命監査のよ

うな位置付け不明な活動や監査におけるヒアリング議事録の一部が削除されるといった不適切な内部監査活

動が二度と行われないよう体制を構築しております。

さらに、（ⅺ）（ｃ）に記載のとおり、三様監査による監査機能の向上を図るため、監査等委員会、経営

管理監査部、外部の会計監査人との連絡会を四半期に１回開催することとし、2026年４月及び７月に実施し

ました。具体的には、監査等委員会、経営管理監査部、及び外部の会計監査人よりそれぞれの監査計画のご

説明や情報共有の在り方等を協議し、３者間による監査機能の向上に努めております。

レポーティング体制を実質的なものとするため、人事権の一部を監査等委員会が掌握することで、経営管

理監査部の独立性を強化しています。具体的には、経営管理監査部長の採用及び異動にあたっては、監査等

委員会の事前同意を必要とすることを監査等委員会規程に明記し、当該規程に沿った運用を2026年４月より

開始しております。

（ｂ）内部監査の対象法人の拡大と監査品質の向上

新規採用及び配置転換により内部監査人員の増強を図ることで、毎年の監査対象の法人数を増やし、十分

な内部監査が実施できる内部監査体制を構築することといたします。具体的には、2026年４月以降、新たに

４名が内部監査人員に加わっております。

また、2026年４月に経営管理監査部内に新設した企画管理グループにおいて、各内部監査項目のチェック

リストの作成や監査調書の共通化を図っています。さらに内部監査の高度化に向け、従来属人的であったリ

スク評価の客観化・標準化を目的として、監査計画段階にグループ会社を対象としたリスクスコア算出等を

行うデータ分析ツールの機能の実装を推進しております。加えて、監査状況の可視化および関連データの一

元管理に向け、ITシステムを含むツールの導入検討に着手しており、機能の整理や活用可能性の検討を行っ

ています。

当年度の内部監査については、2026年９月末時点で、32拠点の往査を行っており、10月以降に追加で48拠

点に往査する予定です。また、概ね３年で全てのグループ会社に対して往査を伴う内部監査を完了させる計

画としています。さらに、内部監査での発見事項は定期的に経営管理監査部でフォローアップし、必要に応

じて本社業務主管部門とも連携のうえ、グループ全体のガバナンス改善を促します。これに加えて、2026年

５月より会計以外の業務領域を中心とした内部監査を開始しており、具体的には本社業務主管部門を中心に、

業務主管部門（第２線）によるモニタリングを「第３線」としてモニタリングしております。当年度より追

加した内部監査項目の具体例は以下の通りです。

・事業計画に係る体制整備、策定プロセス、及び承認プロセス

・予算実績管理差異分析プロセス

・経理機能の独立性及び経理ガバナンス

・企業風土改革の推進プロセス

・危機管理対応に係る体制整備及びレポートライン

・規程新設・改訂プロセス

・コンプライアンス（貿易コンプライアンス含む）の体制整備

・コンプライアンス研修の実施状況

・当社及び国内グループ会社に対する人事評価制度の改定プロセス

・当社及び国内グループ会社に対する執行役員選任プロセス

・当社及び国内グループ会社に対する役員報酬決定プロセス

・内部通報に係る調査体制の整備、マニュアル整備、及びレポートライン
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（xⅴ）内部通報制度の改善

（ａ）グローバル共通の内部通報制度の見直し・従業員への周知

内部通報制度の実効性を向上させるために、コンプライアンス関連規程を見直し、コンプライアンス違反

の疑義について全ての役職員に通報義務を課すとともに、同義務の違反者に対して懲戒処分を科す可能性が

あることを明確にしました。また、通報制度に対する認知度を向上させ、臆することなく通報制度を利用す

ることができるよう、各種コンプライアンス関連の研修の際に通報者保護を含む内部通報制度について周知

を徹底するとともに、グループ各社に内部通報制度に関するポスターを再配布し、各社にて掲示を行いまし

た。上記施策における内部通報制度や通報者保護に関する教育の実施により制度の認知度が向上した結果、

2026年第１四半期の内部通報の件数は、前年同期と比較して93件増加し、141件となりました。（増加の要因

には、経営トップメッセージの発信や意見箱の設置等の複数の施策の影響があると考えられます。）今後も

引き続き、研修等の場を通じて制度の浸透を図ってまいります。

（ｂ）グループ会社独自の窓口運用状況の把握・グループ会社の対応状況の確認

国内グループ会社及びその傘下のグループ会社からの通報状況や調査進捗状況の報告について、2026年４

月から運用を開始し、同年７月には、四半期に一度の定期報告をグループ各社から受領して適時適切な対応

がなされているかについてモニタリングを行っています。７月に実施した2026年度第１四半期において報告

を受けた内部通報は30件で、直ちに本社からの介入が必要な通報案件はありませんでした。

（ｃ）適切な通報対応に向けた情報連携

当社コンプライアンス部では、監査等委員会への内部通報に関する報告を2025年10月から2026年8月にかけ

て、計４回実施しました。さらに、常勤監査等委員に対しては、内部通報の状況を月次で報告する運用を

2026年７月から開始しました。

（xⅵ）通報対応体制の強化

（ａ）通報対応担当者向けのマニュアル整備と教育

通報対応における質のばらつきをなくすため、内部通報を受けた後に調査対応を行う担当者等が利用する

ことを目的としたマニュアルの整備を行いました。具体的には、法令要求事項の記載にとどまらず、調査を

行うための実務に資する情報として事案発覚、事実解明、是正までの担当者が必要となる業務内容や要領の

文書化を行いました。また、作成したマニュアルを当社コンプライアンス部以外にも、地域コンプライアン

スオフィサー及び各法人に配置しているコンプライアンス責任者・推進者等へ展開し、並行して、内容理解

を深めるための研修を2026年４月に実施しました。

さらに、2026年７月に、国内グループ会社の通報対応担当者を対象として、内部通報対応時に直面する判

断に迷う場合の対応について外部専門家から具体的なケースを交えて学ぶオンライン研修を行いました。以

降も同様の教育を継続していきます。

（ｂ）調査体制の拡充

上記調査において、当社及びグループ会社内の調査対応リソース不足や専門性不足により十分な調査が適

時に実施されないという事態が生じないよう、調査業務に専門性のある外部の弁護士事務所等と提携を行い、

徹底した事実解明と是正を行える体制を構築しました。社内外から寄せられる情報につきましては、引き続

き幅広く収集し、丁寧に精査・調査を行うとともに、状況に応じて迅速かつ適切に対応してまいります。

また、財務上の影響が見込まれる事項については、必要な財務上の対応を含め、より一層信頼性の高い体

制の構築に努めてまいります。
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（xⅶ）懲罰の厳格化

懲戒基準・運用プロセスの厳格化

懲戒基準の厳格化、運用プロセスの変更については、2026年４月に、社員向け説明資料を作成し社内ポー

タルでの案内に加えて、メールでの案内も行うとともに、拠点及び各社への説明会を実施し、周知徹底を図

りました。さらに、退職者面談等の内部通報窓口以外の場で得られた情報を基に関係部署との連携や調査・

懲戒に至る仕組みを策定し2026年５月より運用を開始しています。

現在は、当社及び国内グループ会社との間で、懲戒委員会にかかった事案の内容について当社人事部とコ

ンプライアンス部に報告することとし、情報共有することによって公平・公正な処分と再発防止の意識向上

に努めています。

また、発生した懲戒事案を題材とした研修については、各年度において年１回受講することを必須とし、

2026年度は、当初予定していた執行役員・管理職を対象とした研修から対象範囲を広げ、当社グループ全従

業員を対象にしたコンプライアンス研修の一環として７月に実施しました。
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（xⅷ）責任の明確化

当社は、2026年３月13日付で取締役会及び監査等委員会の決議により、外部専門家のみで構成される「役員

責任調査委員会」を設置しました。

設置の目的

第三者委員会の調査報告書で明らかにされた一連の会計不正問題に関し、調
査報告書を踏まえ、同委員会による調査の対象期間である2020年度から2025
年度第１四半期までの間に取締役、監査役又は執行役員であった者において、
その職務執行に関して任務懈怠責任があったか否かを含め法的責任の有無に
ついて、当社が適切かつ公正な判断を行うため、調査・検討の上で、報告、
提言を行うことを目的とする

委員長 菊地 伸 弁護士（外苑法律事務所）

委員 松山 遙 弁護士（日比谷パーク法律事務所）

委員 秋葉 賢一 教授・公認会計士（早稲田大学 商学学術院 大学院会計研究科）

調査対象範囲
2020年度から2025年度第１四半期までの間に取締役（監査等委員を含む）、
監査役及び執行役員であった者

当社グループにおける一連の会計不正問題に関し、当社の現旧の取締役、監査役又は執行役員において、そ

の職務執行に関して任務懈怠責任があったか否かを含め法的責任の有無について、当該対象者と利害関係を有

しない外部の専門家で構成される役員責任調査委員会にて現在も調査・検討を行っております。当社は、役員

責任調査委員会の報告・提言に基づき、損害賠償請求その他法的措置を行うべきか判断する予定です。これら

の対応を通じて、当社はガバナンス体制の抜本的強化及びコンプライアンスの徹底を図り、信頼回復に向けた

取組みを着実に進めてまいります。また、執行役員より下の階層の職員及び当社グループ会社の役職員につい

ては、事実に基づき、厳正な処分を実施しました。

（第三者委員会の調査報告書等を受けての人事対応）

2026年３月３日付「第三者委員会の調査報告書の公表及び当社の対応に関するお知らせ」に記載のとおり、

多岐にわたる拠点で多数の会計不正が長期にわたり行われてきたことが判明したことを受け、当社元取締役会

長 小部博志、当社元副社長執行役員（小型モータ事業本部長、グループ会社担当） 北尾宜久、当社元常務執

行役員（最高財務責任者） 佐村彰宣、当社元顧問（機械事業本部長） 西本達也が全ての役職について2026年

３月３日をもって辞任しました。また、2026年３月２日付で業務を停止した当社元専務執行役員（家電・車載

事業統括本部長） Valter Taranzano（バルター タランザーノ）については、４月17日付「第三者委員会の調

査報告書（最終報告）の受領及び当社の対応に関するお知らせ」に記載のとおり、３月23日をもって退任して

います。

また、取締役及び執行役員の報酬を以下のとおり自主返上しています。

代表取締役社長執行役員
（CEO）

月額基本報酬額の100%（内部管理体制確認書提出まで）
なお、2026年10月末に内部管理体制確認書を提出予定

専務執行役員

月額基本報酬額の50%（４ヶ月）常務執行役員

執行役員

取締役(監査等委員)

月額基本報酬額の30%（４ヶ月）社外取締役

社外取締役(監査等委員)
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（（（（（４４４４４）））））特別注意銘柄の指定につ特別注意銘柄の指定につ特別注意銘柄の指定につ特別注意銘柄の指定につ特別注意銘柄の指定についいいいいててててて

当社は、2025年10月27日に、株式会社東京証券取引所より、当社株式を2025年10月28日を以って特別注意銘柄に指定

する旨についての通知を受けています。

①特別注意銘柄指定の理由

株式会社東京証券取引所から以下の指摘を受けています。

ニデック株式会社（以下「同社」という。）は、2025年６月27日に、イタリア子会社における貿易取引上の問題

等についての調査のため2025年３月期有価証券報告書の提出期限を同年９月26日まで延長した旨の開示を、同年９

月３日に、新たに見つかった中国子会社における購買一時金に関する不適切な会計処理の疑義及び同社やグループ

会社において各々の経営陣の関与又は認識の下で資産の評価減の時期を恣意的に検討していた疑義の調査のため第

三者委員会を設置した旨の開示を行いました。

同社は、その後同年９月26日に、「有価証券報告書等に関する重要なお知らせ」として第三者委員会による調査

等は継続中であり、その影響を連結財務諸表等に反映していない状況で同有価証券報告書を提出した旨並びに内部

統制に重要な不備があった旨の開示を、また、「意見の表明をしない」旨が記載された監査報告書を添付した同有

価証券報告書の提出を行いました。

これらの開示及び提出等により、以下の事項が明らかとなりました。

・同有価証券報告書について、提出期限を約３か月延長したにもかかわらず「意見の表明をしない」旨が記載さ

れた監査報告書を添付して提出しており、過年度決算訂正のおそれも含め、適正な決算内容を開示できていな

い状態が継続していること

・最初の問題の発覚以降、調査の追加を繰り返す事態となっており、相応の期間が経過した現時点においても第

三者委員会の調査等の終了時期が不明なままで、決算スケジュールがいつ頃正常な状態に回復するのかの見通

しを投資者に対して示せていないこと

・第三者委員会の調査が完了していない現時点においても、既に全社的な内部統制（情報と伝達）と経理決算プ

ロセスに係る内部統制の不備が検出されており、同社の財務報告に潜在的に重要な影響を及ぼす可能性が高い

と考えられることから開示すべき重要な不備に該当すると同社が判断していること

本件は、投資者が適切な投資判断を行うにあたっての前提となる有価証券報告書の財務諸表等に添付される監査

報告書の監査意見が意見不表明となったものであり、同社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認めら

れることから、同社株式を特別注意銘柄に指定することとします。

なお、同社の第三者委員会の調査は継続している状況であり、その調査結果によって、今後新たな事実の判明や

過年度の決算内容の訂正の可能性があることから、日本取引所自主規制法人は、同社に対する会社情報の開示に係

る審査及び実効性の確保に係る審査を継続します。同社に新たな問題が判明した場合には、追加的な措置等を講じ

る場合があります。

②特別注意銘柄指定日

2025年10月28日（火）

③特別注意銘柄指定期間

2025年10月28日から原則１年間とし、１年後に当社から内部管理体制確認書を提出、株式会社東京証券取引所が

内部管理体制等の審査を行い、内部管理体制に問題があると認められない場合には指定が解除になります。一方で、

内部管理体制に問題があると認められる場合には、原則として上場廃止となります。

ただし、指定から１年経過後の審査において、内部管理体制等が適切に整備されていると認められるものの、適

切に運用されていると認められない場合（適切に運用される見込みがある場合に限ります。）には、特別注意銘柄

の指定を継続し、当該指定の継続を決定した日の属する事業年度（当該指定の継続を決定した日から当該事業年度

の末日までの期間が３か月に満たない場合は当該事業年度の翌事業年度）の末日以降の審査までに、内部管理体制

等の運用状況の改善を求められ、内部管理体制等が適切に整備され、運用されていると認める場合にはその指定が

解除されます。一方で、内部管理体制等が適切に整備され、運用されていると認められない場合には上場廃止とな

ります。

なお、内部管理体制等が適切に整備され、運用されていると認めるものの、経過観察の対象銘柄に該当する場合

には、最長３事業年度、指定が継続され、その間同審査が行われます。
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④特別注意銘柄の指定解除に向けた進捗状況について

2026年4月28日に公表した改善計画・実施報告書（改訂版）に記載している改善措置の実施状況は適宜進めていま

す。実施状況についての詳細は、（３）改善計画・状況報告書の実施状況をご参照ください。

また、第三者委員会の調査報告書については、2026年４月17日に受領しており、第三者委員会の調査は完了して

います。
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３３３３３．．．．．会計基準の選択に関する会計基準の選択に関する会計基準の選択に関する会計基準の選択に関する会計基準の選択に関する基本的な考え基本的な考え基本的な考え基本的な考え基本的な考え方方方方方

当社は、財務報告の基盤強化・効率化を図ることを目的として、2017年３月期第１四半期より、国際会計基準

（IFRS）を適用しています。
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４４４４４．．．．．連結財務諸表及び主な注連結財務諸表及び主な注連結財務諸表及び主な注連結財務諸表及び主な注連結財務諸表及び主な注記記記記記

（（（（（１１１１１）））））連結財政状態計算連結財政状態計算連結財政状態計算連結財政状態計算連結財政状態計算書書書書書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

（修正再表示後）

資産の部

流動資産

現金及び現金同等物 246,254 852,204

営業債権及びその他の債権 686,589 736,512

その他の金融資産 1,297 2,811

未収法人所得税 22,246 21,000

棚卸資産 530,436 560,987

その他の流動資産 79,643 101,384

流動資産合計 1,566,465 2,274,898

非流動資産

有形固定資産 668,502 449,713

のれん 355,694 170,238

無形資産 222,380 129,539

持分法で会計処理される投資 1,044 1,621

その他の投資 36,337 40,862

その他の金融資産 7,614 8,484

繰延税金資産 50,089 24,034

その他の非流動資産 11,640 8,232

非流動資産合計 1,353,300 832,723

資産合計 2,919,765 3,107,621
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

（修正再表示後）

負債の部

流動負債

短期借入金 93,710 587,026

１年以内返済予定長期債務 164,245 95,106

営業債務及びその他の債務 615,470 704,712

その他の金融負債 3,616 2,935

未払法人所得税 29,990 22,004

引当金 72,441 104,519

その他の流動負債 126,946 160,308

流動負債合計 1,106,418 1,676,610

非流動負債

長期債務 381,237 431,272

その他の金融負債 3,718 3,646

未払法人所得税 7 270

退職給付に係る負債 33,071 34,628

引当金 54,883 64,939

繰延税金負債 60,934 117,562

その他の非流動負債 12,767 13,968

非流動負債合計 546,617 666,285

負債合計 1,653,035 2,342,895

資本の部

資本金 87,784 87,784

資本剰余金 97,299 97,478

利益剰余金 895,546 314,786

その他の資本の構成要素 334,790 469,715

自己株式 △175,604 △175,599

親会社の所有者に帰属する持分合計 1,239,815 794,164

非支配持分 26,915 △29,438

資本合計 1,266,730 764,726

負債及び資本合計 2,919,765 3,107,621
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（（（（（２２２２２）））））連結損益計算書及び連結連結損益計算書及び連結連結損益計算書及び連結連結損益計算書及び連結連結損益計算書及び連結包括利益計算包括利益計算包括利益計算包括利益計算包括利益計算書書書書書

【第４四半期連結累計期間】

（連結損益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2024年４月１日

至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日

至 2026年３月31日）

（修正再表示後）

継続事業

売上高 2,606,347 2,708,705

売上原価 △2,057,720 △2,182,070

売上総利益 548,627 526,635

販売費及び一般管理費 △340,713 △928,710

研究開発費 △79,692 △116,903

営業利益（△損失） 128,222 △518,978

金融収益 36,886 35,401

金融費用 △24,712 △25,276

デリバティブ関連損益 △694 △1,033

為替差損益 △11,947 14,682

持分法による投資損益 △3,179 △1,010

税引前当期利益（△損失） 124,576 △496,214

法人所得税費用 △45,167 △126,696

継続事業からの当期利益（△損失） 79,409 △622,910

非継続事業
非継続事業からの当期損失 △204 △51

当期利益（△損失） 79,205 △622,961

当期利益（△損失）の帰属

親会社の所有者 84,672 △564,624

非支配持分 △5,467 △58,337

当期利益（△損失） 79,205 △622,961
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（連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2024年４月１日

至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日

至 2026年３月31日）

（修正再表示後）

当期利益（△損失） 79,205 △622,961

その他の包括利益（税引後）

純損益に振り替えられることのない項目

確定給付制度に係る再測定 2,445 859

FVTOCI資本性金融資産の公正価値の純変動 △2,296 6,257

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 △19,859 135,869

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の純変動の有効部分

△3,307 1,651

FVTOCI負債性金融資産の公正価値の純変動 28 36

その他の包括利益（税引後）合計 △22,989 144,672

当期包括利益 56,216 △478,289

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 63,001 △422,573

非支配持分 △6,785 △55,716

当期包括利益 56,216 △478,289
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（（（（（３３３３３）））））連結持分変動計算連結持分変動計算連結持分変動計算連結持分変動計算連結持分変動計算書書書書書

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

（単位：百万円）

（修正再表示後）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

自己株式 合計

2024年４月１日残高 87,784 96,864 856,239 356,606 △167,945 1,229,548 28,894 1,258,442

当期包括利益

当期利益（△損失） 84,672 84,672 △5,467 79,205

その他の包括利益 △21,671 △21,671 △1,318 △22,989

当期包括利益合計 63,001 △6,785 56,216

資本で直接認識された
所有者との取引：

自己株式の取得 △7,784 △7,784 － △7,784

親会社の所有者への
配当金支払額

△45,969 △45,969 － △45,969

非支配持分への配当
金支払額

－ △721 △721

株式報酬取引 △272 123 △149 － △149

利益剰余金への振替 145 △145 － － －

企業結合による変動 631 472 1,103 5,493 6,596

その他 76 △13 2 65 34 99

2025年３月31日残高 87,784 97,299 895,546 334,790 △175,604 1,239,815 26,915 1,266,730

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

自己株式 合計

2025年４月１日残高
（修正再表示後）

87,784 97,299 895,546 334,790 △175,604 1,239,815 26,915 1,266,730

当期包括利益

当期利益（△損失） △564,624 △564,624 △58,337 △622,961

その他の包括利益 142,051 142,051 2,621 144,672

当期包括利益合計 △422,573 △55,716 △478,289

資本で直接認識された
所有者との取引：

自己株式の取得 △4 △4 － △4

親会社の所有者への
配当金支払額

△22,926 △22,926 － △22,926

非支配持分への配当
金支払額

－ △1,409 △1,409

株式報酬取引 369 369 － 369

利益剰余金への振替 7,126 △7,126 － － －

企業結合による変動 △254 △254 729 475

その他 64 △336 9 △263 43 △220

2026年３月31日残高 87,784 97,478 314,786 469,715 △175,599 794,164 △29,438 764,726
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（（（（（４４４４４）））））連結キャッシュ連結キャッシュ連結キャッシュ連結キャッシュ連結キャッシュ・・・・・フロー計算フロー計算フロー計算フロー計算フロー計算書書書書書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日

至 2026年３月31日）

（修正再表示後）

営業活動によるキャッシュ・フロー

継続事業からの当期利益（△損失） 79,409 △622,910

非継続事業からの当期損失 △204 △51

当期利益（△損失） 79,205 △622,961

営業活動による純現金収入との調整

有形固定資産減価償却費 82,943 80,612

その他の償却費 19,811 22,270

固定資産売却損益、除却損及び減損損失 114,976 626,949

非継続事業から生じる損益 204 51

金融損益 △14,478 △12,584

持分法による投資損益 3,179 1,010

繰延税金 △12,496 74,850

法人所得税費用 57,663 51,846

為替換算調整 8,144 △54,935

退職給付に係る負債の増加（△減少） △1,834 △628

営業債権の減少（△増加） △30,177 △3,925

棚卸資産の減少（△増加） 5,074 4,351

営業債務の増加（△減少） 46,238 60,008

その他－純額 △19,752 52,062

利息及び配当金の受取額 36,940 35,183

利息の支払額 △21,306 △21,008

法人所得税の支払額 △81,863 △58,933

営業活動によるキャッシュ・フロー 272,471 234,218
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2024年４月１日

至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

（修正再表示後）

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △117,864 △130,482

有形固定資産の売却による収入 9,236 15,215

無形資産の取得による支出 △18,962 △17,144

事業取得による支出 △4,279 △5,210

その他－純額 △3,759 1,383

投資活動によるキャッシュ・フロー △135,628 △136,238

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額（△純減少額） 50,860 492,904

長期債務による調達額 72,770 95,771

長期債務の返済による支出 △16,368 △14,695

社債の償還による支出 △130,000 △131,040

非支配持分からの子会社持分取得による支出 △3,386 △1,239

自己株式の取得による支出 △7,784 △4

親会社の所有者への配当金の支払額 △45,969 △22,926

その他－純額 △510 △525

財務活動によるキャッシュ・フロー △80,387 418,246

為替相場変動の現金及び現金同等物に対する影響額 △36,197 89,724

現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 20,259 605,950

現金及び現金同等物の期首残高 217,022 246,254

新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 8,973 －

現金及び現金同等物の期末残高 246,254 852,204
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（（（（（５５５５５）））））連結財務諸表に関する注連結財務諸表に関する注連結財務諸表に関する注連結財務諸表に関する注連結財務諸表に関する注記事記事記事記事記事項項項項項

（（（（（継続企業の前提に関する継続企業の前提に関する継続企業の前提に関する継続企業の前提に関する継続企業の前提に関する注注注注注記記記記記）））））

該当事項はありません。

（（（（（連結財務諸表注連結財務諸表注連結財務諸表注連結財務諸表注連結財務諸表注記記記記記）））））

（コーポレート・ガバナンスに関する当社の是正状況について）

連結財務諸表注記８．追加情報（不適切な会計処理等について）「（１）第三者委員会による調査について」に記載

しているとおり、当社は、2025年９月３日に第三者委員会を設置し、第三者委員会より2026年２月27日に調査報告書を

受領し、同年４月17日に最終報告としての調査報告書（追補）を受領しました。調査報告書においては、当社及びグル

ープ会社の多岐にわたる拠点で経営者の関与又は認識のもとにおいて、売上の早期計上、引当金の過少計上、棚卸資産

の過大計上や固定資産の減損回避およびコストの資産計上といった不適切な会計処理が行われた旨が記載されておりま

す。さらに調査報告書では、当社及びグループ会社の経営者又は経理担当者が、会計監査人の同意を得るために、会計

監査人に対して、不正確又は誤解を招く情報を提供したり、関連文書を隠蔽したり、改ざんされた記録を提供したりし

ていたことが確認されております。なお、第三者委員会が特定した事実に基づく不適切な会計処理等は、連結財務諸表

において修正しております。

また、同注記「（２）品質に関する不適切行為の疑義に対する社内調査について」に記載しているとおり、当社は、

品質管理に関する不適切行為の疑義に係る調査を完了し、複数の生産拠点において試験・検査記録の偽造、不適合材料

の無許可使用が識別されております。さらに、同注記「（３）その他の社内調査等について」に記載しているとおり、

当社は、貿易取引及び関税に係る諸問題等の調査を完了し、輸入取引に関する関税の過少申告等が識別されておりま

す。なお、これらの関連する費用、負債及び注記は、連結財務諸表において修正しております。

しかしながら、当社及びグループ会社において、同注記（１）ないし（３）に記載している不適切な会計処理等に関

与、指示、又は認識していた、あるいは会計監査人に対して虚偽の説明を行った役職員の一部を特定し、適切な人事的

是正措置を決定するための評価及び人事的是正措置を進めているものの、その一部は完了しておりません。その結果、

不適切な会計処理等に関与、指示、又は認識していた、あるいは会計監査人に対して虚偽の説明を行った役職員の一部

は、現時点においてもなお、当社及びグループ会社の財務報告プロセスにおいて責任ある立場を担っております。

第三者委員会の調査報告書において識別された事項は、相当な期間にわたり統制環境に内部統制の重要な不備がある

ことを示しており、経営者による内部統制の無効化リスクが十分に軽減されていないことを含め、財務報告に係る当社

のガバナンス及び統制環境が有効に機能しているかについて、重大な懸念を生じさせております。また、この状況は、

不適切な会計処理等に関与した役職員が提出した、又は当該役職員が回答又は作成、又はレビューし、会計監査人に対

して提出した記録、資料及び情報等の信頼性並びに会計監査人に対する経営者からの陳述の信頼性にも影響を及ぼして

おります。

不適切な会計処理等に関与した役職員の適切な人事的是正措置を決定するための評価及び人事的是正措置が行われて

いるものの、人事的是正措置の一部が完了しておらず、また、後任者についても財務報告に係る責任を引き継いだうえ

でその職責を適切に遂行していることが十分に確認できていないことから、未発見の虚偽表示が連結財務諸表に重要か

つ広範な影響を及ぼす可能性がありますが、その影響を反映させる場合における連結財務諸表項目及び金額並びに注記

が明らかでないため連結財務諸表には反映しておりません。
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１．報告企業

ニデック株式会社（以下、「当社」）は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所に株式を上場していま

す。登記されている当社の本社及び主要な事業所の住所は、ホームページ（https://www.nidec.com/jp/）で開示して

います。

連結財務諸表は、2026年３月31日を期末日とし、当社及び当社の連結子会社（以下、「NIDEC」）並びにNIDECの関

連会社に対する持分により構成されています。

NIDECは、主に以下の製品の設計、開発、生産及び販売に従事しています。

①精密小型モータ（HDD用モータ、ブラシレスモータ、ファンモータ、振動モータ、ブラシ付モータ、水冷モジュ

ール、モータ応用製品等）

②車載（車載用モータ、自動車部品、トラクションモータシステム）

③家電・商業・産業用（家電・商業・産業用モータ及び関連製品）

④機器装置（産業用ロボット、カードリーダ、検査装置、プレス機器、変減速機、工作機械等）

⑤電子・光学部品（スイッチ、センサ、レンズユニット、カメラシャッター等）

⑥その他（オルゴール、サービス等）

２．重要性のある会計方針

NIDECが本連結財務諸表において適用する重要性のある会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結財務

諸表において適用した会計方針と同様です。

IFRS会計基準 新設・改訂の概要

IAS第21号 外国為替レート変動の影響
他の通貨に交換可能でない通貨に関する会計処理及び開

示を規定

上記の基準書の適用によるNIDECの連結財務諸表に与える重要な影響はありません。

３．重要な会計上の見積り、判断及び仮定

連結財務諸表の作成は、経営者による決算日における資産・負債の報告金額並びに偶発的な資産・負債の開示、報

告期間における収益・費用の報告金額に影響を与える見積り、判断及び仮定を必要としています。実際の結果は、そ

れらの見積りと異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見直し

た会計期間と将来の会計期間において認識されます。

当連結会計年度において資産や負債の帳簿価額に重要な修正を生じる要因となる著しいリスクを伴う判断及び見積

りは、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同様です。
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４．セグメント情報

（オペレーティング・セグメント情報）

NIDECの事業セグメントは、NIDECの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているセグメントです。NIDECは、現在の利益管

理単位である事業本部及び国内グループ会社を報告セグメントとしています。なお、事業セグメントの集約は行って

いません。

NIDECのオペレーティング・セグメントの内容は次のとおりです。

名称 主要製品

①SPMS HDD用モータ及びその他小型モータ

②AMEC 車載用製品

③MOEN 家電・商業・産業用製品

④ACIM 家電・商業・産業用製品

⑤機械事業 機器装置、工作機械

⑥グループ会社事業
車載用製品、家電・商業・産業用製品、機器装置、電子部品及びその他小型モータ、
その他

セグメント別の外部顧客に対する売上高及びその他の財務情報は次のとおりです。

・外部顧客に対する売上高

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

（修正再表示後）

SPMS 391,372 403,997

AMEC 350,132 363,330

MOEN 573,846 702,824

ACIM 462,342 441,190

機械事業 209,352 203,776

グループ会社事業 619,303 593,588

連結売上高 2,606,347 2,708,705

(注) 非継続事業に分類した事業は含まれていません。
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・セグメント間の売上高

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

（修正再表示後）

SPMS 4,323 2,986

AMEC 4,821 6,753

MOEN 3,986 3,705

ACIM 5,507 2,801

機械事業 7,538 7,812

グループ会社事業 46,770 41,759

小計 72,945 65,816

連結消去 △72,945 △65,816

連結売上高 － －

(注) 非継続事業に分類した事業は含まれていません。

・セグメント損益

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

（修正再表示後）

SPMS 44,386 62,844

AMEC 53 △25,089

MOEN 68,919 △72,573

ACIM 35,668 △289,333

機械事業 △84,926 △13,827

グループ会社事業 79,175 △131,711

小計 143,275 △469,689

消去又は全社（注） △15,053 △49,289

営業損益 128,222 △518,978

金融収益又は費用 12,174 10,125

デリバティブ関連損益 △694 △1,033

為替差損益 △11,947 14,682

持分法による投資損益 △3,179 △1,010

税引前当期利益 124,576 △496,214

(注) １．消去又は全社には、各報告セグメントに帰属しない全社費用が当連結累計期間において49,751百万円、前連

結累計期間において16,140百万円含まれています。全社費用の主な内容は、基礎研究費及び本社管理部門費

です。

２．非継続事業に分類した事業は含まれていません。

３. 当連結会計年度において、AMECセグメントで非金融資産の減損損失18,387百万円、MOENセグメントで非金融

資産の減損損失116,287百万円、ACIMセグメントで非金融資産の減損損失298,800百万円を計上しています。
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５．１株当たり情報

基本的１株当たり当期利益（△損失）及び希薄化後１株当たり当期利益（△損失）の算定上の基礎は次のとおり

であります。

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

（修正再表示後）

親会社の所有者に帰属する当期利益（△損失）
（百万円）

84,672 △564,624

親会社の所有者に帰属する継続事業からの
当期利益（△損失） （百万円）

84,876 △564,573

親会社の所有者に帰属する非継続事業からの
当期損失 （百万円）

△204 △51

加重平均株式数 （株） 1,148,916,724 1,146,308,959

株式給付信託 （株） 148 －

希薄化後の加重平均株式数 （株） 1,148,916,872 1,146,308,959

基本的１株当たり当期利益（△損失）（円） 73.69 △492.55

継続事業（円） 73.87 △492.51

非継続事業（円） △0.18 △0.04

希薄化後１株当たり当期利益（△損失）（円） 73.69 △492.55

継続事業（円） 73.87 △492.51

非継続事業（円） △0.18 △0.04

(注) 基本的１株当たり当期利益（△損失）及び希薄化後１株当たり当期利益（△損失）の算定において、役員報酬

BIP信託及び株式付与ESOP信託が所有する当社株式を自己株式として処理していることから、加重平均株式数か

ら当該株式数を控除しています。

６．非金融資産の減損

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．機械事業セグメントのニデックドライブテクノロジーに係るのれん及び関連設備等の減損

機械事業セグメントに係るニデックドライブテクノロジーのれんについて、減速機事業及びプレス事業の収

益性の悪化を受けて事業計画等を見直したうえで減損テストを実施した結果、同資金生成単位グループの回収

可能価額が帳簿価額を下回ったことから、関連するのれん、機械及び装置などの帳簿価額を回収可能価額まで

減額しております。のれん204億65百万円及び機械及び装置270億40百万円を含む当該減少額を減損損失として

952億77百万円計上しました。

２．AMECセグメントのEVトラクションモータ事業及びBSG事業の関連設備等の減損

AMECセグメントのEVトラクションモータ事業及びBSG事業について、収益性の低下により継続して営業損失を

計上したことを受けて事業計画等を見直したうえで減損テストを実施した結果、回収可能価額が帳簿価額を下

回ったことから、同資金生成単位の固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、機械及び装置174億６百万

円を含む当該減少額を減損損失として194億90百万円計上しました。
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当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

１．ACIMののれん及び関連設備等の減損

ACIMに係るのれんについて減損テストを実施した結果、家電用モータの中国での過当競争により競争力が落

ち込んだことによる収益性の悪化に起因して、同資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回った

ことから、関連するのれん、機械及び装置などの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。のれん1,166

億74百万円、機械及び装置742億91百万円及び商標権368億19百万円を含む当該減少額を減損損失として2,988億

円計上しました。

２．ニデックモビリティののれん及び関連設備等の減損

グループ会社事業に含まれるニデックモビリティに係るのれんについて減損テストを実施した結果、北米事

業の収益性の悪化に起因して同資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回ったことから、関連す

るのれん、機械及び装置などの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。のれん379億２百万円及び機械

及び装置122億40百万円を含む当該減少額を減損損失として731億26百万円計上しました。

３．Nidec-PSA emotorsののれん及び関連設備等の減損

MOENに含まれるNidec-PSA emotorsに係るのれんについて減損テストを実施した結果、EVの成長減速に伴う収

益性の悪化に起因して同資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回ったことから、関連するのれ

ん、機械及び装置などの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。のれん109億41百万円、機械及び装置

335億31百万円及び建設仮勘定290億75百万円を含む当該減少額を減損損失として1,162億87百万円計上しまし

た。

４．ニデックインスツルメンツののれん及び関連設備等の減損

グループ会社事業に含まれるニデックインスツルメンツに係るのれんについて減損テストを実施した結果、

アジア市場での競争激化による収益性の悪化に起因して、同資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額

を下回ったことから、関連するのれん、機械及び装置などの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

のれん310億67百万円及び機械及び装置104億49百万円を含む当該減少額を減損損失として560億72百万円計上し

ました。

５．ニデックテクノモータののれん及び関連設備等の減損

グループ会社事業に含まれるニデックテクノモータに係るのれんについて減損テストを実施した結果、中国

市場での競争激化による収益性の悪化に起因して、同資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回

ったことから、関連するのれん、機械及び装置などの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。のれん

20億49百万円及び機械及び装置202億５百万円を含む当該減少額を減損損失として268億１百万円計上しまし

た。

６．ニデックパワートレインシステムズののれん及び関連設備等の減損

グループ会社事業に含まれるニデックパワートレインシステムズに係るのれんについて減損テストを実施し

た結果、中国市場での競争力が落ち込んだことによる収益性の悪化に起因して、同資金生成単位グループの回

収可能価額が帳簿価額を下回ったことから、関連するのれん、機械及び装置などの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。のれん10億38百万円及び機械及び装置183億78百万円を含む当該減少額を減損損失として

281億23百万円計上しました。
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７．企業結合に関する注記

IFRS第３号「企業結合」の規定を適用しています。

前連結会計年度のLinear Transfer Automation Inc.並びにその関連会社のLinear Automation USA Inc.及び

Presstrader Limitedの株式取得により取得した資産、引き継いだ負債に関する公正価値評価が当第２四半期連結

会計期間に完了しました。これにより前連結会計年度の連結財務諸表については、暫定的な会計処理の確定によ

る取得原価の当初配分額の見直しが反映された後の金額によっています。

その他、当連結会計年度のChangzhou Xecom Energy Technologies Co., Ltd.（現 Nidec Scroll Technology

（Changzhou） Co., Ltd.）の株式取得により取得した資産、引き継いだ負債に関する公正価値評価が2026年度第

１四半期連結会計期間に完了しました。これにより当連結会計年度の連結財務諸表については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の当初配分額の見直しが反映された後の金額によっています。

８．追加情報

（不適切な会計処理等について）

（１）第三者委員会による調査について

当社は、当連結会計年度において、当社及び当社グループ会社の経営陣の関与又は認識の下で、資産性にリスク

のある資産に関する評価減の時期の恣意的な調整等の連結財務諸表全体に重要な影響を及ぼす可能性のある不適切

な会計処理の疑義を認識したため、当社から独立した第三者委員会による客観性のある調査を行う必要があると判

断し、2025年９月３日に日本弁護士連合会が定める「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」に準拠し

た第三者委員会を設置しました。当社は、同第三者委員会に対して、不適切な会計処理の疑義に係る事実関係の調

査、不適切な会計処理が判明した場合の影響額の算定、不適切な会計処理が判明した場合の原因の究明及び再発防

止策の提言、その他、第三者委員会が必要と認めた事項の調査を委嘱しました。

また、当社は第三者委員会の管理・監督の下、外部専門家が各手続内容を確認して客観性を担保する仕組みを確

保した上で、当社及び当社グループ会社のうち、地域の統括会社、休眠会社、清算中の会社、シェアードサービス

といった、当社による業績管理の対象とならない一部の拠点を除く288社を対象として、2019年度から2025年度第１

四半期までの会計処理の適切性を調査する自己点検を実施しました。自己点検は、第三者委員会の調査の過程にお

いて識別された、売上の早期計上、引当金の過少計上、棚卸資産の過大計上や固定資産の減損回避およびコストの

資産計上といった不適切な会計処理の類型、一般的に想定される不適切会計の論点、及びニデックグループにおけ

る過去の会計不正又は不適切会計の事案の手法を踏まえた手続チェックリストの作成、それをもとに各拠点担当者

による点検、他拠点担当者によるクロスチェック及び外部専門家による確認作業であり、保守的な観点から、第三

者委員会の調査対象期間（2020年度から2025年度第1四半期まで）から更に１年遡る形で実施しました。

当社は、第三者委員会より2026年２月27日に調査報告書を受領し、同年４月17日に、最終報告としての調査報告

書（追補）を受領しました。

調査報告書において、当社及び当社グループ会社において多岐にわたる拠点で不正及び誤謬による多数の不適切

な会計処理が指摘されており、当社は、自己点検の結果を含む第三者委員会の最終報告、品質に関する不適切行為

の疑義に対する社内調査及びその他の社内調査等を踏まえ、過年度において重要性の観点から訂正を行っていなか

った事項や調査の過程で追加的に判明した事項に関連する誤謬の訂正も含め、これらの不適切な会計処理等に伴う

虚偽表示を遡って修正再表示しております。また、当連結会計年度の連結財務諸表等における虚偽表示を修正して

おります。

当該虚偽表示の修正に係る営業利益の影響額は、当連結会計年度66,201百万円、前連結会計年度△109,615百万円

であり、2025年度第２四半期末の連結財務諸表の純資産に与える累積影響額は△482,457百万円であります。

また、当社財務諸表におけるこれらの修正による影響を勘案すると、2022年3月期に実施した自己株式取得31,413

百万円、2023年3月期に実施した剰余金の配当及び自己株式取得の総額94,014百万円、2024年3月期に実施した剰余

金の配当及び自己株式取得の総額41,244百万円、2025年3月期に実施した剰余金の配当及び自己株式取得の総額

53,793百万円、2026年3月期に実施した剰余金の配当22,960百万円は、いずれも会社法及び会社計算規則に基づき算

定される分配可能額を超過していたことが判明しました。

なお、当社は、当該虚偽表示の修正に関連して、金融商品取引法に基づく開示規制違反に該当するとして、当局

による調査や課徴金納付命令の対象になる可能性があり、調査が行われる場合には、調査への協力など適切に対応

してまいります。一方、現時点では、当該事項が当社及び当社グループの財政状態及び経営成績に与える影響を合

理的に見積もることは困難なため、連結財務諸表及び財務諸表には反映しておりません。
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（２）品質に関する不適切行為の疑義に対する社内調査について

2025年10月30日付で設置した「ニデック再生委員会」による内部管理体制の改善の一環として、各生産拠点にお

ける従業員へのヒアリング、工程変更・設計変更等に関する記録の照合、及び全従業員を対象とした品質管理に関

する懸念の情報提供を受け付ける通報窓口（品質意見箱）の開設等の方法により実施した品質総点検の結果、当社

及び当社グループ会社が製造する一部の製品について、顧客の確認を受けずに行われた部材・工程・設計等の変更

等の不適切行為の疑義が判明いたしました。

複数の拠点において不適切行為の疑義が報告されたことから、より詳細な事実関係の解明、原因の究明及び製品

品質へのコミットメントを強化するための実効的な改善策の検討のために、同種事案の調査に豊富な経験や専門性

を有する外部専門家によって構成される調査委員会を2026年５月13日に設置し、2026年９月２日に調査報告書を受

領しました。

調査委員会による調査の結果、当連結会計年度末までに判明している品質に関する不適切行為に係る点検・是正

措置に係る費用等については、合理的に見積り、当連結会計年度に製品保証引当金として計上していますが、連結

財務諸表への影響額は限定的であります。また、顧客との協議は継続中であり、今後の協議の結果次第では、顧客

補償、損害賠償、点検・是正措置に係る費用等の費用が発生し、将来の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

（３）その他の社内調査等について

当社は、以下のような事案（貿易取引及び関税に係る諸問題等）について国際貿易法及び関税法の経験を有する

外部専門家への依頼を含む社内調査等を実施し、その影響額を適切に連結財務諸表に反映しています。

①関税問題に関する社内調査

当社は、当社のイタリア連結子会社であるNIDEC FIR INTERNATIONAL S.R.L.FIR社（以下「FIR社」といいま

す。）において、関税分類、原産地国、通商優遇協定に基づく特恵適用及び輸入価格に関する米国への輸入申告

において誤謬があった可能性が高い件について、社内調査の一環として外部専門家による調査を実施しました。

当該調査は完了しており、2021年４月１日から2025年９月30日までの期間を対象として、利息を含め6.8百万ド

ル（約991百万円）の追加納税を行い、2025年12月２日に米国関税庁より、自主申告の審査が終了したとの連絡

を受領しました。なお、当該事項については、連結財務諸表に適切に反映しています。

また、FIR社以外における貿易コンプライアンス上の類似問題の有無等について外部専門家に委嘱して調査を

行ったところ、当社グループの対米輸出において原産地国表示の誤りが発見されました。これを受けて、当社各

拠点からの対米輸出（過去５年間）に係る主要な輸入拠点の全取引を対象として統計的サンプリング調査を実施

した結果、米国への輸入申告における関税分類、原産地国、通商優遇協定に基づく特恵適用及び輸入価格に関

し、一部に誤りがあることが判明しました。その結果、米国の主要拠点であるNIDEC MOTOR CORPORATION及び

NIDEC GLOBAL APPLIANCE NORTH AMERICAをIOR（Importer of Record）とする輸入取引に関する追加関税につい

ては、利息を含めて70.7百万ドル（約10,667百万円）と算定され、2026年8月に自主申告を行いました。当該自

主申告については、米国税関当局による審査が完了していないため、当社は、外部専門家による調査結果に基づ

き、利息を含めて70.7百万ドル（約10,667百万円）と算定され、連結財務諸表に適切に反映しています。その他

の米国輸入拠点については、財務的影響の重要性を踏まえて選定した5拠点を対象としてNMC及びNGANAと同様に

統計的サンプリング調査を実施し、抽出された取引において識別された申告誤りを対象取引に反映する方法によ

り、影響額を16.6百万ドル（約2,502百万円）と見積もり、連結財務諸表に適切に反映しています。21拠点につ

いてもサンプル調査を進めており、現時点で合理的に見積もられる影響額を連結財務諸表に適切に反映していま

す。今後、これら26拠点について追加関税に係る自主申告を行う予定です。

さらに、対米輸出取引にとどまらず、米国向け輸入取引以外のグループ内取引についても、関税リスクの有無

を確認するための調査・分析を実施しました。具体的には、対象取引を整理した上で、取引内容の分析やアンケ

ート・インタビュー等による詳細調査を行い、確認された事項について会計・税務・法務の観点から影響を分析

しております。その結果、重大な財務影響を及ぼす事案は確認されませんでした。
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②ニデックエレシス株式会社に関する社内調査

当社の連結子会社であるニデックエレシス株式会社（現ニデック株式会社車載事業本部インバータ事業部）に

おいて、過年度の中国への輸出取引に際して、中古品の無償取引における申告価格を正当な理由なく適正金額よ

り低く関税申告していたことが疑われる事案について、社内調査の一環として外部専門家による追加調査を実施

しました。当該調査は完了しており、連結財務諸表への影響は限定的であります。

③スイス連結子会社に関する社内調査

当社のスイス連結子会社が必要な登録をせずに輸出取引を行っていた事案について、社内調査の一環として外

部専門家による追加調査を実施しました。当該調査は完了しており、連結財務諸表への影響はありません。

④中国連結子会社に関する社内調査

内部通報により、当社の中国連結子会社が過年度を含む連結会計年度に源泉所得税を意図的に過少申告してい

た疑いを認識したため、社内調査の一環として外部専門家による調査を実施しました。当該調査は完了してお

り、調査の結果、従業員（管理職）による源泉所得税の意図的な過少申告及び根拠不明の引当金計上が確認され

ましたが、これらの問題による連結財務諸表への影響は限定的であります。

（４）不適切な会計処理等が行われた背景及び再発防止策について

上述の通り、第三者委員会による調査及びその他の社内調査の結果、ニデックグループにおいて多岐にわたる拠

点で不正及び誤謬による多数の不適切な会計処理が発見されました。

発見された会計不正の内容としては、将来の使用見込み及び販売見込みが極めて低く、資産性がない原材料及び

製品等に資産性が認められると偽って、棚卸資産の評価損を計上しなかった事案、固定資産に関する減損テストの

前提とされた売上計画の中に、実現確度が低い案件を含め、減損を回避した事案、付随費用として固定資産に計上

することが適切ではない人件費を固定資産に計上し、減価償却を通じて費用化することにより、費用計上時期を先

延ばしにしていた事案、ニデックの連結決算に際して、子会社が個別財務諸表で計上していた政府補助金の返還等

に係る引当金を、連結財務諸表において不正に戻し入れていた事案、本来収益計上が許されない性質の補助金であ

るにもかかわらず、その性質を偽り収益計上した事案、不良債権の貸倒引当金を適切に計上しなかった事案など、

誤謬による不適切な会計処理も含め多岐に及んでいます。

第三者委員会の調査の結果、発見された会計不正はいずれも、業績目標、特に営業利益目標の達成に向けた強す

ぎるプレッシャーを背景に行われた不正であると結論づけられました。ニデックグループにおいては、創業者であ

る永守氏の強力なリーダーシップの下、長年にわたり「赤字は悪」であるとの考え方が徹底され、業績目標が必達

のものとして捉えられていたことが企業文化としてあり、ニデックグループの業績目標は、長年にわたり、永守氏

によるトップダウンで決定され、各事業部門や子会社に割り当てられていたが、それは、投資家目線でどの程度の

成長が求められているかといった観点から決められた目標であり、事業部門や子会社の実力を超えるものでありま

した。その上で、永守氏は、事業部門や子会社を所管するニデック本社の執行役員やCFOに対して、業績目標を達成

するよう強いプレッシャーをかけており、ニデック本社の執行役員らに対する業績プレッシャーは、そのまま事業

部門や子会社の幹部に対する業績プレッシャーへと繋がっていきました。また、このような状況下において、内部

監査部門や経理部門等の管理部門による牽制機能も十分に果たされていませんでした（内部統制の機能不全）。こ

のように、強すぎる業績プレッシャーがニデックグループ全体にかかることにより、また内部統制が十分に機能し

ないことにより、多岐にわたる拠点で多数の会計不正が行われました。

当社は、再発防止及び内部管理体制等の抜本的な改善を目的として、改善計画・状況報告書（以下「改善計画

書」といいます。）を作成し、2026年１月28日付で株式会社東京証券取引所へ提出しました。

その後、当社は改善計画書に基づいて是正措置の整備・運用に取り組んできましたが、2026年２月27日及び４月

17日に第三者委員会より受領した調査報告書並びにその他の社内調査結果を踏まえて、改善計画の再検討・見直し

を実施しました。これらの内容と是正措置の進捗状況を反映した改善計画書（改訂版）を作成し、株式会社東京証

券取引所へ提出いたしました。

当社は、内部管理体制等の改善並びにガバナンス及び組織風土の改革を実行し、その実行状況を継続的にモニタ

リングするとともに、当社の役職員一丸となってこの改善計画（改訂版）を実行してまいります。

改善計画の詳細については、「２．経営方針、経営環境及び対処すべき課題」において記載しています。
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（５）修正再表示に伴う主な影響

前連結会計年度（第52期）
影響額

（修正再表示前） （修正再表示後）

売上高 （百万円） 2,607,813 2,606,347 △1,466

営業利益 （百万円） 237,837 128,222 △109,615

税引前当期利益 （百万円） 233,030 124,576 △108,454

親会社の所有者に帰属
する当期利益

（百万円） 164,159 84,672 △79,478

親会社の所有者に帰属
する当期包括利益

（百万円） 139,222 63,001 △76,221

親会社の所有者に帰属
する持分

（百万円） 1,716,947 1,239,815 △477,132

資産合計 （百万円） 3,315,253 2,919,765 △395,488

基本的１株当たり
当期利益

（円） 142.88 73.69 △69.19

希薄化後１株当たり
当期利益

（円） － 73.69 －

親会社所有者帰属持分比率 （%） 51.8 42.5 △9.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 284,428 272,471 △11,957

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △147,255 △135,628 11,627

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △80,193 △80,387 △194

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 246,239 246,254 15

（６）表示期間より前の期間に与える主な累積的な影響額

上記の不適切な会計処理等について、前連結会計年度（第52期）の期首より前の期間に係るもの（自己点検の対

象期間である第46期を含む。）については、その累積的影響額を前連結会計年度の期首の利益剰余金に反映してお

ります。この結果、前連結会計年度の期首の利益剰余金が356,433百万円減少しております。

（特別調査費用等）

当社グループでは、2025年度第２四半期までに不適切な会計処理が行われていたことが判明いたしました。

これらの不適切会計事案等について、第三者委員会及び社外の独立した弁護士及び公認会計士等の外部専門家に

よる調査費用、その調査結果を踏まえた適切な会計処理への修正のための決算対応費用、過年度を含む複数の会計

期間にわたる連結財務諸表等及び財務諸表等に対する追加監査報酬等が発生し、当連結会計年度及び当事業年度に

30,522百万円を販売費及び一般管理費に計上しています。ただし、外部専門家から支援される改善活動は継続して

いるため、最終的な計上額は増加する見込みです。
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９．重要な後発事象

（１）車載インバータ事業における契約条件の変更

当社は、AMECセグメントの車載インバータ事業に帰属する契約について、2026年9月に顧客との間で供給期間の短縮

と供給義務台数の減少の合意等、契約条件の変更に関する覚書を締結いたしました。当該契約変更により、2026年3月

31日以降の決算において、当該契約に関連して計上している契約損失引当金は減少することが見込まれる一方、当社

が原材料を調達しているサプライヤーからの求償請求に関連する引当金の計上が見込まれております。有価証券報告

書提出時点において、これらの引当金の減少・計上の影響額は調査中となっております。

なお、当該契約変更は当連結会計年度末後に成立したものであるため、当連結会計年度の連結財務諸表には反映し

ておりません。

（２）米国における関税還付手続の開始

米国において国際緊急経済権限法（IEEPA）に基づき課された関税が連邦最高裁判所により無効と判断されたことを

受け、当社の一部の米国子会社において、当該関税に係る約70百万米ドルの還付申請手続を開始しております。

なお、当該手続は継続中であり、米国税関・国境警備局（CBP）による審査を経て還付の可否及び還付額が決定され

ることから、最終的な還付額および還付時期は確定しておりません。
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５５５５５．．．．．そのそのそのそのその他他他他他

（１）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

【第４四半期連結会計期間】

（要約四半期連結損益計算書）

(単位：百万円)

前第４四半期連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年３月31日）

当第４四半期連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年３月31日）

（修正再表示後）

継続事業

売上高 665,846 722,348

売上原価 △516,981 △598,475

売上総利益 148,865 123,873

販売費及び一般管理費 △162,818 △727,418

研究開発費 △20,164 △31,168

営業損失 △34,117 △634,713

金融収益 8,492 8,589

金融費用 △6,312 △6,703

デリバティブ関連損益 △415 △321

為替差損益 △7,552 △85

持分法による投資損益 △2,410 △417

税引前四半期損失 △42,314 △633,650

法人所得税費用 △4,095 △15,731

継続事業からの四半期損失 △46,409 △649,381

非継続事業

非継続事業からの四半期損失 △27 △4

四半期損失 △46,436 △649,385

四半期損失の帰属

親会社の所有者 △42,713 △603,741

非支配持分 △3,723 △45,644

四半期損失 △46,436 △649,385
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（要約四半期連結包括利益計算書）

(単位：百万円)

前第４四半期連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年３月31日）

当第４四半期連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年３月31日）

（修正再表示後）

四半期損失 △46,436 △649,385

その他の包括利益（税引後）

純損益に振り替えられることのない項目

確定給付制度に係る再測定 1,882 915

FVTOCI資本性金融資産の公正価値の純変動 △1,226 1,078

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 △92,756 8,891

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の純変動の有効部分

1,430 △894

FVTOCI負債性金融資産の公正価値の純変動 22 △4

その他の包括利益（税引後）合計 △90,648 9,986

四半期包括利益 △137,084 △639,399

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 △131,512 △566,535

非支配持分 △5,572 △72,864

四半期包括利益 △137,084 △639,399
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（２）当連結会計年度における各四半期業績の推移状況

(単位：百万円)

科目
第１四半期連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年６月30日）

第２四半期連結会計期間
（自 2025年７月１日
至 2025年９月30日）

第３四半期連結会計期間
（自 2025年10月１日
至 2025年12月31日）

第４四半期連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年３月31日）

（修正再表示後） （修正再表示後）

売上高 639,233 665,665 681,459 722,348

営業利益

(△損失)
33,339 53,969 28,427 △634,713

税引前四半期利益

(△損失)
33,077 62,224 42,135 △633,650

四半期利益

(△損失)
6,326 11,974 8,124 △649,385

親会社の所有者に

帰属する四半期利益

(△損失)

15,852 13,543 9,722 △603,741

（３）製品グループ別売上高・営業損益情報

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） （単位：百万円）

（修正再表示後）
精密小型
モータ

車載
家電・商業
・産業用

機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連 結

売上高

外部顧客に対する

売上高
487,994 666,791 1,052,308 310,532 85,190 3,532 2,606,347 － 2,606,347

製品グループ間の

内部売上高
5,833 3,070 6,028 16,922 3,143 576 35,572 △35,572 －

計 493,827 669,861 1,058,336 327,454 88,333 4,108 2,641,919 △35,572 2,606,347

営業費用 432,176 644,606 950,681 392,063 75,052 3,974 2,498,552 △20,427 2,478,125

営業利益
(△損失)

61,651 25,255 107,655 △64,609 13,281 134 143,367 △15,145 128,222

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

車載
家電・商業
・産業用

機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連 結

売上高

外部顧客に対する

売上高
498,696 718,309 1,104,605 298,782 84,560 3,753 2,708,705 － 2,708,705

製品グループ間の

内部売上高
5,214 4,319 4,943 11,120 2,549 748 28,893 △28,893 －

計 503,910 722,628 1,109,548 309,902 87,109 4,501 2,737,598 △28,893 2,708,705

営業費用 473,915 973,164 1,360,672 310,832 84,694 3,993 3,207,270 20,413 3,227,683

営業利益
(△損失)

29,995 △250,536 △251,124 △930 2,415 508 △469,672 △49,306 △518,978
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前第４四半期連結会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年３月31日） （単位：百万円）

（修正再表示後）
精密小型
モータ

車載
家電・商業
・産業用

機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連 結

売上高
外部顧客に対する

売上高
120,342 170,111 272,987 82,138 19,454 814 665,846 － 665,846

製品グループ間の

内部売上高
1,551 773 1,287 4,578 833 142 9,164 △9,164 －

計 121,893 170,884 274,274 86,716 20,287 956 675,010 △9,164 665,846

営業費用 105,034 169,099 244,352 170,851 15,963 943 706,242 △6,279 699,963

営業利益
(△損失)

16,859 1,785 29,922 △84,135 4,324 13 △31,232 △2,885 △34,117

当第４四半期連結会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年３月31日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

車載
家電・商業
・産業用

機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連 結

売上高
外部顧客に対する

売上高
131,768 195,249 297,544 77,051 19,727 1,009 722,348 － 722,348

製品グループ間の

内部売上高
1,126 1,018 1,209 3,529 686 192 7,760 △7,760 －

計 132,894 196,267 298,753 80,580 20,413 1,201 730,108 △7,760 722,348

営業費用 158,474 428,935 624,291 94,631 27,864 1,126 1,335,321 21,740 1,357,061

営業利益
(△損失)

△25,580 △232,668 △325,538 △14,051 △7,451 75 △605,213 △29,500 △634,713

（注）１．製品グループは製品の種類、性質、製造方法及び販売方法の類似性を考慮し区分しています。

２．各製品グループの主要な製品

（1）精密小型モータ ……………………… HDD用モータ、ブラシレスモータ、ファンモータ、振動モータ、ブラシ付モータ、

水冷モジュール、モータ応用製品等

（2）車載 …………………………………… 車載用モータ、自動車部品、トラクションモータシステム

（3）家電・商業・産業用…………………… 家電・商業・産業用モータ及び関連製品

（4）機器装置 ……………………………… 産業用ロボット、カードリーダ、検査装置、プレス機器、変減速機、工作機械等

（5）電子・光学部品 ……………………… スイッチ、センサ、レンズユニット、カメラシャッター等

（6）その他 ………………………………… オルゴール、サービス等
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（４）所在地別売上高情報

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

増 減

（修正再表示後）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

日本 402,125 15.4% 392,650 14.5% △9,475 △2.4%

中国 549,835 21.1% 563,489 20.8% 13,654 2.5%

その他アジア 350,159 13.4% 362,066 13.4% 11,907 3.4%

米国 594,627 22.8% 617,423 22.8% 22,796 3.8%

欧州 596,326 22.9% 670,455 24.7% 74,129 12.4%

その他 113,275 4.4% 102,622 3.8% △10,653 △9.4%

合計 2,606,347 100.0% 2,708,705 100.0% 102,358 3.9%

（単位：百万円）
前第４四半期連結会計期間

（自 2025年１月１日
至 2025年３月31日）

当第４四半期連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年３月31日）

増 減

（修正再表示後）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

日本 109,907 16.5% 99,116 13.7% △10,791 △9.8%

中国 126,649 19.0% 140,190 19.4% 13,541 10.7%

その他アジア 86,567 13.0% 100,113 13.9% 13,547 15.6%

米国 156,726 23.6% 170,389 23.6% 13,663 8.7%

欧州 158,549 23.8% 185,933 25.7% 27,384 17.3%

その他 27,448 4.1% 26,607 3.7% △842 △3.1%

合計 665,846 100.0% 722,348 100.0% 56,503 8.5%

（注）１．当売上高は、売上元別（出荷元の所在地別）であり、内部取引相殺消去後の数値です。

２．各区分に属する主な国は、次のとおりです。

その他アジア：タイ、韓国、インド 欧州：フランス、ドイツ、イタリア

その他：ブラジル、メキシコ、カナダ
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（５）地域別売上高情報

（単位：百万円）
前連結会計年度

（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日

至 2026年３月31日）
増 減

（修正再表示後）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

日本 268,335 10.2% 259,722 9.6% △8,613 △3.2%

中国 558,587 21.4% 557,883 20.6% △705 △0.1%

その他アジア 422,752 16.2% 442,491 16.3% 19,739 4.7%

米国 523,296 20.1% 555,470 20.5% 32,174 6.1%

欧州 558,147 21.4% 644,802 23.8% 86,655 15.5%

その他 275,230 10.6% 248,337 9.2% △26,893 △9.8%

合計 2,606,347 100.0% 2,708,705 100.0% 102,358 3.9%

（単位：百万円）
前第４四半期連結会計期間

（自 2025年１月１日
至 2025年３月31日）

当第４四半期連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年３月31日）

増 減

（修正再表示後）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

日本 69,481 10.4% 67,497 9.4% △1,984 △2.9%

中国 126,566 19.0% 129,385 17.9% 2,819 2.2%

その他アジア 111,585 16.8% 127,857 17.7% 16,273 14.6%

米国 134,393 20.2% 154,173 21.3% 19,779 14.7%

欧州 155,763 23.4% 180,013 24.9% 24,250 15.6%

その他 68,058 10.2% 63,423 8.8% △4,635 △6.8%

合計 665,846 100.0% 722,348 100.0% 56,502 8.5%

（注）１．当売上高は、客先の地域別であり、内部取引相殺消去後の数値です。

２．各区分に属する主な国は、次のとおりです。

その他アジア：タイ、韓国、インド 欧州：フランス、ドイツ、イタリア

その他：ブラジル、メキシコ、カナダ
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６６６６６．．．．．連結決算概連結決算概連結決算概連結決算概連結決算概要要要要要
2026年９月30日

ニデック株式会社

2026年３月期（第53期）連結決算概要[IFRS]
（（（（（１１１１１）））））連結業績の状連結業績の状連結業績の状連結業績の状連結業績の状況況況況況 （百万円未満四捨五入）

前連結会計年度

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

当連結会計年度

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

前期増減率
前第４四半期

自 2025年１月１日
至 2025年３月31日

当第４四半期

自 2026年１月１日
至 2026年３月31日

前年同期増減率

（修正再表示後） （修正再表示後）

売上高
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

2,606,347 2,708,705 3.9 665,846 722,348 8.5

営業利益（△損失）
128,222 △518,978

－
△34,117 △634,713

－
(4.9%) (△19.2%) (△5.1%) (△87.9%)

税引前当期利益（△損失）
124,576 △496,214

－
△42,314 △633,650

－
(4.8%) (△18.3%) (△6.4%) (△87.7%)

親会社の所有者に帰属する
当期利益（△損失）

84,672 △564,624
－

△42,713 △603,741
－

(3.2%) (△20.8%) (△6.4%) (△83.6%)

基本的１株当たり
当期利益（△損失）

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
73.69 △492.55 △30.41 △526.68

希薄化後１株当たり
当期利益

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
73.69 △492.55 △30.41 △526.68

（（（（（２２２２２）））））連結財政状連結財政状連結財政状連結財政状連結財政状態態態態態
前連結会計年度 当連結会計年度
（修正再表示後）

資産合計
百万円 百万円

2,919,765 3,107,621
親会社の所有者に
帰属する持分

1,239,815 794,164

親会社所有者
帰属持分比率

％ ％
42.5 25.6

前連結会計年度 当連結会計年度
（修正再表示後）

営業活動による 百万円 百万円
キャッシュ・フロー 272,471 234,218
投資活動による
キャッシュ・フロー

△135,628 △136,238

財務活動による
キャッシュ・フロー

△80,387 418,246

現金及び現金同等物
期末残高

246,254 852,204

（（（（（３３３３３）））））配当の状配当の状配当の状配当の状配当の状況況況況況
第２四半期末 期末 合計

２０２５年３月期
円 銭 円 銭 円 銭
40.00 20.00 －

２０２６年３月期 0.00 0.00 0.00

２０２７年３月期（予想） － － －

（（（（（４４４４４）））））連結範囲及び持分法の適連結範囲及び持分法の適連結範囲及び持分法の適連結範囲及び持分法の適連結範囲及び持分法の適用に関する事用に関する事用に関する事用に関する事用に関する事項項項項項
連結対象会社 341

持分法適用会社 ４

前期末（2025年３月）比

連結対象会社
（増加） ４
（減少） ６

持分法適用会社
（増加） ０
（減少） ０

（注）１．「（１）連結業績の状況」の（ ）内は、対売上高比率を記載しています。
２．基本的及び希薄化後１株当たり四半期利益については、親会社の所有者に帰属する四半期利益の数値を基に算出しています。
３．当社は、2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っています。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われ

たものと仮定して、「基本的１株当たり四半期利益」を算出しています。
４．2024年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行ったため、2025年３月期の１株当たり期末配当金については、当該株

式分割の影響を考慮した金額を記載しています。2025年３月期の年間配当金の合計金額については株式分割の実施により単純合算
ができないため表示していません。株式分割前基準での１株当たり年間配当金は、期末：40円、合計：80円です。

５．2026年９月30日を基準日とする剰余金の配当（中間配当）予想について、現時点では未定としています。
６．2027年３月31日を基準日とする剰余金の配当（期末配当）予想について、現時点では未定としています。
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